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序章　専用水道の導入に当たって

１．この手引きについて

この手引きは、専用水道をこれから設置しようとする者及び設置した者が、水道法、水道法施行令、水道法施行規則及び香川県水道法施行事務処理要綱に基づいて行う各種手続きについて、分かりやすくまとめたものです。
２．この手引きの適用範囲

この手引きの適用範囲は、香川県内の町の区域に設置される専用水道（国の設置する専用水道を除く。）とします。
（※市の区域に設置される専用水道については、各市担当窓口(P24参照)にお問い合わせください。）
３．専用水道導入の前に

専用水道は、多数の人々が使用することから上水道や簡易水道などの水道事業と同じように、施設の維持・修繕や水質検査等について維持管理が義務付けられており、違反した場合には、罰せられることがあります。

特に、水道にかかる経費削減を主目的に導入を計画する場合は、施設の維持・修繕費用や水質検査費用など維持管理に相当の費用がかかることを念頭におき、導入後に資金的・人的に手当てが困難なことを理由に管理がおろそかにならないようにしなければなりません。

４．水源の確保

専用水道を設置する場合には、需要量に見合う水量・浄水可能な水質を有する水源を確保する必要があります。複数の井戸から取水する場合は、水量が相互に干渉しないか、また、周辺の井戸へ影響しないか十分に検討して下さい。

自己水源のほかに、公共水道等の水道を水源とする場合は、平時・渇水時においての受水量について公共水道等の事業者と事前に相談して下さい。

また、原水にかかる水質については、水質基準項目（全項目のうち消毒副生成物を除く。）の検査を行い、水質を十分に把握した上で浄水施設の設計を行って下さい。

取水場所によっては、地質由来のマンガン、鉄等が多く含まれていることがあるので注意が必要です。表流水、伏流水、浅井戸等から取水する場合は、クリプトスポリジウム等の耐塩素性病原微生物についても注意をして下さい。

第１章　専用水道の定義及び規制事項

第１節　専用水道の定義
専用水道 とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自家用の水道その他水道事業の用に供する水道以外の水道であって､次のいずれかに該当するものをいう(水道法第3条)
（１）常時100人を超える者にその居住（滞在とは異なり継続的なもの）に必要な水を
供給するもの
（２）その水道施設の下記に定める目的（※1）に供する1日最大給水量（※2）が、
20㎥／日を超えるもの
　ただし、他の水道（公共水道など）から供給を受ける水のみを水源とする場合には、その水道施設のうち地中又は地表に設置されている部分の規模が次のいずれかに該当するものであること。

・地中又は地表に設けられた口径25mm以上の導管の全長が1,500ｍを超えるもの
（導管の長さの算定は受水槽から給水栓までの管を対象とし、他の水道から当該受水槽までの管は含めない。）
　・地中又は地表に設けられた受水槽の有効容量の合計が100㎥を超えるもの
　なお、導管の延長及び水槽の容量の算定に当たっては、通常地表からの浸水等による汚染のおそれのない程度に支柱等によって高く設けられた導管や水槽（六面点検できるもの）は含まない。

	※1　水道施設の目的について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　人の飲用、炊事用、浴用、その他人の生活用に供することを目的とする。

　　ただし、次のいずれかの目的に供する水量については算定から除外、減算して差し支えないものとする。

　①　公衆浴場及び旅館等の共同浴場、並びにこれらの付帯設備の用に供するもの
　②　プール及びその付帯設備の用に供するもの
　③　食品等の製造工程の用に供するもの（スーパーマーケット等の調理用水は含まない。)
　④　空調の用に供するもの
　⑤　その他、住居以外の場所において人の飲用に供されるおそれのないもの
※2　1日最大給水量が20㎥／日について
　　原則は水道施設が設計された時の設計上の必要水量を1日最大給水量とする。
　　ただし、設計上の算定水量が存在しない場合や不明の場合、又は設計上の必要水量と実態が著しく乖離している場合には、次のいずれかの方法により算定しても差し支えない。
　①　不明な部分について、取水（揚水）量、受水量又は給水量等の実測により算出する。（実測時期等によっては適宜負荷率等により補正するものとする。）
　②　実績使用者数、1日平均使用時間、単位給水量等（参考文献参照）を勘案して算出する。
<参考文献>
　・空気調和・衛生工学便覧4　給排水設備設計編
　　「建物種類別単位給水量・使用時間・人員表」
　・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　建築設備設計基準 第5編 給・排水衛生設備
　・簡易水道国庫補助に係る施設整備（水道事業実務必携参照）
・日本産業規格「建築物の用途別によるし（屎）尿浄化槽の処理対象人員算定基準（JIS A3302）」など
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給水対象が居住者であって100人を超えていますか？

はい いいえ



はい いいえ

使用水は浄水受水だけですか？

※はい いいえ

はい いいえ

（10㎥超は簡易専用水道）

はい ※いいえ

地中又は地表に設けられた口径25mm以上

の導管の全長は、1500mを超えますか？

Ｄ・Ｈ・Ｌ

（簡易専用水道）

はい ※いいえ

受水槽は建築物の中にありますか？

一日最大給水量が20㎥を超えていますか？

（簡易専用水道）

Ｉ・Ｊ・Ｋ

※Ａ～Ｌは別図参照

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ｅ・Ｆ・Ｇ

受水槽は六面点検できますか？

はい いいえ

受水槽の有効容量は100㎥を超えますか？

※専用水道に該当
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第２節　専用水道布設工事の設計の確認の申請等
１．設計の確認
専用水道の布設工事をしようとする者は、その工事に着手する前に、当該工事の設計が水道法第5条の規定による施設基準（※）に適合するものであることについて、県知事の確認を受けなければならない（水道法第32条）。
　　県知事の確認が必要な専用水道の布設工事は次のとおり。
（１）水道施設の新設
（２）水道施設の増設若しくは改造に係る工事であって、次に該当するもの
　　①　1日最大給水量、水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更に係る工事
　　②　沈殿池、ろ過池、浄水池、消毒設備又は配水池の新設、増設若しくは大規模改造に係る工事

（※）施設基準（水道法第5条）
水道施設の技術的基準を定める省令（参考資料参照）
２．確認の申請
専用水道布設工事の設計の確認の申請は、申請書に工事設計書及び添付書類を添えて、原本及びその写し各1部を専用水道事務所の所在地を管轄する県保健福祉事務所（小豆郡にあっては小豆総合事務所）（以下、「県保健福祉事務所等」という。）に提出することにより行うこと。ただし、「香川県電子申請・届出システム」を用いて電子申請を行う場合は、水資源対策課に提出すること。
（１）申請書
　　　申請書は、専用水道布設工事設計確認申請書（別添第18号様式）を用いること。また、申請書の記載事項に変更を生じたときは、専用水道布設工事設計確認申請書記載事項変更届出書（別添第19号様式）により速やかに届け出ること。
　　　なお、水道技術管理者（後述）を設置した際は、水道技術管理者設置報告書（別添第21号様式）により、同管理者を変更した際は、水道技術管理者変更報告書（別添第22号様式）により報告すること。
（２）工事設計書
　　　工事設計書には次の事項を記入すること。
　　①　1日最大給水量、1日平均給水量
②　水源の種別及び取水地点

水源ごとに水源の種別（浅井戸、深井戸、伏流水、表流水、浄水受水など）と取水地点の地番及び地下水の場合は井戸深度、取水深度等を記載すること。
　　③　水源の水量の概算及び水質試験の結果
　　　○水源の水量の概算
水量測定、揚水試験等の結果から得られた、水源ごとの取水可能量及び
計画取水量
○ 水質試験結果
　　　　　1年のうち最も水質が悪化する時期において採水し、登録水質検査機関　等において実施した別添1に記載する全項目（総トリハロメタン、クロロホルム、ジブロモクロロメタン、ブロモジクロロメタン、ブロモホルム、クロロ酢酸、ジクロロ酢酸、トリクロロ酢酸、塩素酸、臭素酸及びホルムアルデヒド及び味を除く。）原水水質検査結果（過去１年以内のもの）
　　④　水道施設の概要
水源、導水、浄水、給配水、附帯各施設、設備についてその概要を具体的に計画諸元等の数値を用いて記述する。　
　　⑤　水道施設の位置、規模及び構造
        設置場所、標高、水位（変動する場合は高水位及び低水位）、規模（容量、
寸法等）及び構造（形状、材質、型式等）を記載する。

　　⑥　浄水方法
　　　　浄水方法が明確に判るようにすること。（処理内容によっては、実験データ、
処理の安全性・確実性・経済性、維持管理計画等の根拠を添付）
　　　　原水の水質が基準値以内であっても、基準値に近接した検査結果の場合は基準値超過を前提とした設計が望ましい。なお新設・変更の場合は、浄水方法選定の理由を添付する。
　　⑦　主要な水理計算
        配水系統ごとの水位・水圧・水量等に関する計算、水道施設の計画諸元

　　⑧　主要な構造計算
        水道施設の水圧・土圧・地震圧その他の強度、安定性等の計算

　　⑨　工事の着手及び完了年月日（予定）
（３）添付書類
　　①　水の供給を受ける者の数を記載した書類
　　②  水の供給が行われる地域を記載した書類及び図面
　　③　水道施設の位置を明らかにする地図
        水源・導水・浄水・送水施設、配水池及び配水管を一枚の地図に記入

　　④　水源及び浄水場の周辺の概況を明らかにする地図
        汚水処理施設、廃棄物処理施設、畜産関係施設等を地図上で明記

　　⑤　主要な水道施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図
        取水場、浄水場、配水場等の一般平面図
        主要な水道施設の水位高低図
        主要な水道施設の一般図
        主要な水道施設の構造詳細図

　　⑥　導水管きょ、送水管並びに配水及び給水に使用する主要な導管の配置状　　　　況を明らかにする平面図及び縦断面図
        配管の管種、管径、延長、位置を明示

　　⑦　水道指導監視台帳（別添第23号様式）
第３節　給水開始前の検査及び届出

専用水道の設置者は、水道布設工事の完了後、その施設を使用して給水を開始しようとするときは、水質検査及び施設検査を実施しなければならない（水道法第34条第1項において準用する同法第13条第1項）。

また、給水開始前に専用水道給水開始前届出書（別添第20号様式）に水質検査結果、施設検査結果及び位置図を添えて、原本及びその写し各1部を専用水道事務所の所在地を管轄する県保健福祉事務所等に提出すること。ただし、「香川県電子申請・届出システム」を用いて電子申請を行う場合は、水資源対策課に提出すること。
１．水質検査
　　検査に供する水の採取場所は、給水栓を原則とし、専用水道によって供給される水の水質を判断できる場所を選定すること。検査は、「水質基準項目と基準値（別添1）」に記載する全項目検査及び消毒の残留効果について行うこと（水道法施行規則第54条において準用する同規則第10条）。

２．施設検査
施設検査は、浄水及び消毒の能力、流量、圧力、耐力、汚染並びに漏水のうち、施設の新設、増設又は改造による影響のある事項に関し、新築、増設又は改造に係る施設及びこれら影響に関連があると認められる水道施設（給水の施設を含む。）について行うこと（水道法施行規則第54条において準用する同規則第11条）。

３．記録の保存
　　上記１及び２の検査の記録は、検査実施日から5年間保存すること（水道法第34条第1項において準用する同法第13条第2項）。
第４節　専用水道の維持管理
　　専用水道の設置者は、水道施設を良好な状態に保つため、基準に従い、水道施設の点検を含む維持・修繕（水道法第34条第1項において準用する同法第22条の2）を行わなければならない。また、供給水の安全性を確保するために衛生上必要な措置（水道法第34条第1項において準用する同法第22条）をとり、併せて定期的に水質検査（水道法第34条第1項において準用する同法第20条）及び健康診断（水道法第34条第1項において準用する同法第21条）を実施しなければならない。
専用水道の設置者は、水質検査及び健康診断の結果について、翌月10日までに専用水道事務所の所在地を管轄する県保健福祉事務所等に報告すること。
また、専用水道の設置者は、専用水道の管理について技術上の業務を担当させるため、水道技術管理者1人を置き、水道施設を適正に管理しなければならない（水道法第34条第1項において準用する同法第19条）。
１．点検を含む維持・修繕

  水道施設の状況（水道施設の構造、位置、維持又は修繕の状況等）を勘案して、
次の①から④を実施する。
    ①流量、水圧、水質等の水道施設の運転状態を監視する
    ②適切な時期に水道施設の巡視を行う
    ③適切に時期に清掃等の水道施設維持に必要な措置を講ずる
    ④適切な時期に目視又はこれと同等以上の方法等による点検を行う

  上記④の点検に関して、次のⒶからⒹを実施する
    Ⓐ水密性を有するコンクリート構造物及び道路、河川、鉄道等を架空横断する管路等にあっては、おおむね５年に１回以上適切な頻度で点検を行う
    Ⓑ点検等により水道施設の劣化等の異状を把握した時は、修繕等の必要な措置
を講ずる
    Ⓒコンクリート構造物の点検を行った場合は、点検年月日・点検実施者の氏名・
点検結果を記録し、次回点検までの間保存する
    Ⓓ点検等によりコンクリート構造物の劣化等の異状を把握し、修繕を行った場
合は、修繕内容を記録し、コンクリート構造物利用の間保存する
  ※詳しくは、水道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関するガイドライン（厚
生労働省）を参考にすること
２．衛生上必要な措置
（１）水道施設を常に清潔に保ち、水の汚染を防止すること。
（２）水道施設には人畜がみだりに立ち入って水が汚染されるのを防ぐため、鍵を掛け、柵を設ける等の必要な措置を講ずること。
（３）給水栓における水の遊離残留塩素濃度を0.1ｍｇ／ℓ以上保持する（結合残留塩素の場合は、0.4ｍｇ／ℓ以上）ように塩素消毒をすること。
３．水質検査
　　専用水道により供給する水道水は直接人が飲用することのできる水質が確保されていなければならない。専用水道の設置者は、専用水道により供給される水が水道法に定める水質基準に適合するするかどうかを判断するために、定期及び臨時の水質検査を行うこと。原則として専用水道設置者自らが必要な検査施設を設けることとされているが、自己検査ができない場合には地方公共団体の機関（県環境保健研究センター）又は厚生労働大臣の登録を受けた者に委託して検査を行うことが認められている。この場合においても、当該設置者は水質検査の結果に責任を持たなければならず、当事者間で委託契約を書面により行い、速やかに水質検査が遂行される体制を確立する必要がある（水道法施行規則第15条第8項）。
（１）委託契約について
①　委託契約書に掲げる事項

  　　　委託契約は、書面により行い、当該委託契約書には、次に掲げる事項（臨時の検査のみを委託する場合にあつては、（イ）及び（カ）を除く。）を含むこと。
ア）委託する水質検査の項目
イ）定期の検査の時期及び回数
ウ）委託に係る料金（以下この項において「委託料」という。）
エ）試料の採取又は運搬を委託するときは、その採取又は運搬の方法
オ）水質検査の結果の根拠となる書類（分析日時及び分析を実施した検査員の氏名を示した試料、検量線のクロマトグラム並びに濃度計算書を含む。）
カ）臨時の検査の実施の有無
②　委託契約書をその契約の終了の日から5年間保存すること。
③　委託料が受託業務を遂行するに足りる額であること。
④　試料の採取又は運搬を水質検査機関に委託するときは、その委託を受ける水質検査機関は、試料の採取又は運搬及び水質検査を速やかに行うことができる水質検査機関であること。
⑤　試料の採取又は運搬を水道事業者が自ら行うときは、当該水道事業者は、採取した試料を水質検査機関に速やかに引き渡すこと。
⑥　水質検査の実施状況の根拠となる書類に規定する書類又は調査その他の方法により確認すること。
（２）給水栓水質検査（別添1参照）
　　①　毎日検査
　　　　　項目：色、濁り、消毒の残留効果
　　　　　回数：1日1回以上
　　　　　採水場所：給水栓。また、配水管末端等の水が停滞しやすい場所を選定すること。
②　毎月検査
　　　　　項目：一般細菌、大腸菌など
　　　　　回数：1ヶ月に1回以上

　　　　　採水場所：給水栓。また、配水管末端等の水が停滞しやすい場所を選定すること。
③　3ヶ月検査　
　　　　　項目：全項目（51項目）
　　　　　回数：3ヶ月に1回以上

　　　　　採水場所：原則、給水栓（給水栓以外での採取不可の項目有。）。また、配水管末端等の水が停滞しやすい場所を選定すること。
　　④　臨時検査

　　　ア）水源の水質が著しく悪化したとき

　　　イ）水源に異常があったとき

　　　ウ）水源付近、給水区域及びその周辺等において消化器系感染症が流行しているとき

　　　エ）浄水過程に異常があったとき

　　　オ）配水管の大規模な工事、その他の水道施設が著しく汚染されたおそれがあるとき

　　カ）その他特に必要があると認められるとき

・従事者又はその家族に消化器系感染症の患者が出たとき

　　　　　　・給水の緊急停止を行ったとき    

など、水道により供給される水が水質基準に適合しないおそれがあるとき
（３）原水検査
　　①　全項目検査（消毒副生成物を除く。）
1年のうち最も水質が悪化する時期において採水し、別添1に記載する全項目検査（総トリハロメタン、クロロホルム、ジブロモクロロメタン、ブロモジクロロメタン、ブロモホルム、クロロ酢酸、ジクロロ酢酸、トリクロロ酢酸、塩素酸、臭素酸及びホルムアルデヒド及び味を除く。）を実施すること。
　　　　また、必要に応じて水質管理目標設定項目（別添2）等についても検査を実施すること。　
　　　　　回数：年1回以上
　　　　　備考：他水道（公共水道など）からの給水のみを水源とする専用水道については検査の必要はない。
②　その他の検査　
　　　　耐塩素性病原性微生物（クリプトスポリジウム・ジアルジア）対策として、原水のクリプトスポリジウム等及び指標菌検査（大腸菌・嫌気性芽胞菌）を実施すること。

回数：「水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針」（別添3）に基づき、適切な頻度で検査を実施すること。
４．健康診断
　　専用水道の設置者は、水道施設業務従事者等の次の範囲の者について、定期及び臨時の健康診断を実施しなければならない。

（１）受診者の範囲
　　  水道の取水場、浄水場、配水場の業務に従事する者及びこれらの施設設置場所の構内に居住している者
　　（施設に接近し又は日常施設の構内を往来する場合、その他施設の衛生管理上
必要と認める場合は、健康診断の実施が望ましい）
（２）健康診断（検便）の内容
　　　赤痢菌、腸チフス菌、パラチフス菌を対象に検便検査を実施すること。ま　　　た、必要に応じてコレラ菌、赤痢アメーバ、サルモネラ菌等についても行うこと。急性灰白髄炎（小児麻痺）、流行性肝炎、泉熱、感染性下痢症及び各種下痢腸炎にも注意が必要である。
健康診断結果には次の事項が記載されていること。
　　　　診断年月日、受診者氏名、性別、年齢、検便成績、便検査機関等
（３）健康診断の時期及び回数
　　①　定期健康診断
　　　ア）時期
　　　　　適宜
　　　イ）回数
　　　　  おおむね6ヶ月に1回
　　②　臨時健康診断
　　　ア）時期
　　　　　検診対象者に水系感染症が発生した場合又は発生するおそれがある場合
　　　　　随時
イ）回数
　　　　　必要に応じて
　　③　記録の保存
　　　　健康診断実施日から1年間
５．水道技術管理者

　　専用水道の設置者は、水道の管理について技術上の業務を担当させるため、水道技術管理者1人を置かなければならない。ただし、自ら水道技術管理者となることを妨げない。

水道技術管理者を設置した際は、水道技術管理者設置報告書（別添第21号様式）に添付書類を添えて、水道技術管理者を変更した際は、水道技術管理者変更報告書（別添第22号様式）に添付書類を添えて、原本及びその写し各1部を専用水道事務所の所在地を管轄する県保健福祉事務所等に提出すること。ただし、「香川県電子申請・届出システム」を用いて電子申請を行う場合は、水資源対策課に提出すること。
（１）水道技術管理者の資格
　　　水道技術管理者は、水道法施行令第７条で定める資格を有する者でなければならない（水道法第34条において準用する同法第19条第3項）（別添4参照）。ただし、1日最大給水量が1,000㎥以下である専用水道については、当該水道が消毒設備以外の浄水施設を必要とせず、かつ、自然流下のみによって給水することができるものであるときは、資格は不要（水道法第34条第2項）。
（２）水道技術管理者の事務

　　　水道技術管理者は、次の事項に関する事務に従事し、及びこれらの事務に従事する他の職員を監督しなければならない。
①　水道施設が施設基準（水道法第5条）に適合しているかどうかの検査（水
道法第22条の2第2項の点検を含む。）
　　②　給水開始前の水質検査及び施設検査（水道法第13条）
　　③　定期及び臨時の水質検査（水道法第20条）
　　④　水道施設で従事する人、水道施設の構内で居住する人の健康診断（水道法第21条）
　　⑤　水道施設の管理・運営に関する消毒等の衛生上の措置（水道法第22条）
　　⑥　給水の緊急停止（水道法第23条）
　　　　専用水道の設置者は、供給する水が、人の健康を害するおそれがある（※1）と知ったときは、直ちに給水を停止し、その水を使用することが危険であることを関係者に周知しなければならない。また、給水の緊急停止を行ったときは給水緊急停止報告書（別添第24号様式）により、直ちに知事に報告しなければならない。
　　　　※1　人の健康を害するおそれがあるとは、

　　　　　ア）浄水操作等により除去するのが困難な病原生物、人の健康に影響を及ぼすおそれのある物質に汚染またはその疑いがあるとき

　　　　　イ）浄水後、病原生物、人の健康に影響を及ぼすおそれのある物質に汚染またはその疑いがあるとき

　　　　　ウ）消毒が不可能なとき

　　　　　エ）工業用水道等に誤接合されているとき

　　　　　オ）水源等に次のような変化があり、給水栓水が水質基準値を超えるようなとき

　　　　　　　・不明の原因により色、濁りに著しい変化がある場合

　　　　　　　・臭気及び味に著しい変化がある場合

　　　　　　　・魚が死んで多数浮上した場合

　　　　　　　・塩素消毒のみで給水している水源でゴミや汚泥等の汚物の浮遊を発見した場合   等
　　⑦　知事等の給水停止命令による給水停止（水道法第37条）
６．水質検査計画

専用水道の設置者は、毎事業年度の開始前に水質検査計画の策定が義務付けられている（水道法施行規則第54条において準用する同規則第15条第6項）。

水道法施行規則第15条第7項には、採水の場所、検査の回数等について具体的に規定されている（別添1参照）。この規定に則り、それぞれの水道の水源やその周辺の状況等を勘案し、どのように水質検査を実施するかについての計画を立案、文書化すること。計画の様式等は任意とされている。
専用水道の設置者は、毎事業年度の開始前までに当該計画2部を県環境管理課長に提出すること。
　　水質検査計画に記載することが必要な事項は、以下（１）～（７）のとおり。
なお、水質検査計画は水道法第20条第1項の規定に基づく水質検査を対象としたものであるが、水質管理目標設定項目及び原水に係る水質検査についても、必要に応じて同計画の中に位置付けることが望ましい。

（１）水質検査において留意すべき事項のうち水質検査計画に係るもの

　  原水から給水栓に至るまでの水質の状況、汚染の要因や水質管理上優先すべき対象項目等の水質管理上留意すべき事項のうち、特に水質検査計画を策定する上で関係する事項について記載すること。

（２）毎日の水質検査及び水質基準項目についての定期の水質検査に関する事項
    　水道法施行規則第15条第1項第1号、第3号の規定に基づき、水質検査を実施する項目、採水の場所、検査の回数を記載する。さらに、同項第3号ハの規定に基づき検査回数を減じようとする場合には、その理由を記載すること。

（３）定期の検査を省略する項目及びその理由

　　  水道法施行規則第15条第1項第4号に規定された検査の省略を行う場合について、検査を省略しようとする項目についてそれぞれその理由を記載すること。水質検査を行おうとする水道において、検査を省略することができる項目について、過去の検査結果が各項目の水質基準値の２分の１を超えたことがなく、かつ原水や水源及びその周辺の状況、水道施設の資機材の使用状況等を踏まえて検査を行う必要がないことが明らかであると認められる場合には、要件を満たした項目については検査を省略することができる。

　　　しかしながら、水源の状況の変化等が無いことを確認する意味から、省略を行った項目についても概ね3年に1回程度の水質検査を実施することが望ましいと考えられる。

（４）臨時の水質検査に関する事項

  水道法施行規則第15条第2項の規定を踏まえ、臨時の水質検査を行うための要件、水質検査を行う項目等を記載すること。

（５）水質検査を地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の登録を受けた機関に委託する場合には、その委託の内容

　  　自己検査を実施せずに水質検査を委託する場合には、以下の事項を記載すること。

①　委託の範囲

ア）具体的な検査項目、頻度

イ）試料の採取及び運搬方法
ウ）臨時検査の取扱い

②　委託した検査の実施状況の確認方法

（６）クリプトスポリジウム等対策に関する事項
原水の指標菌の検査及びクリプトスポリジウム等による汚染のおそれのある施設における原水のクリプトスポリジウム等の検査についての検査計画を記載すること。
（７）その他水質検査の実施に際して配慮すべき事項

必要に応じ、水質検査結果の評価に関する事項や、水質検査計画の見直しに関する事項、水質検査の精度及び信頼性保証に関する事項、関係者との連携に関する事項などを記載すること。 
７．水道指導監視台帳

　　専用水道の設置者は、水道指導監視台帳（別添第23号様式）を作成し、毎事業年度の開始前までに当該台帳を県水資源対策課長に提出すること。
第５節　第三者への維持管理の委託
専用水道の設置者は、規定に従い、水道の管理に関する技術上の業務の全部又は一部について、業務を適正かつ確実に実施できる第三者に委託することができる。
水道業務の第三者への業務委託は、水道法上の責任を伴う包括的な委託であり、各事業者の責任の下で行われている一部の業務委託（私法上の委託）とは性格の異なるものである。
専用水道の設置者は、第三者委託を行ったとき及び委託に係る契約が効力を失ったときは、遅滞なく、厚生労働省令で定める事項を知事に届け出なければならない（水道法第34条において準用する同法第24条の3）。
１．第三者委託の基準

水道の管理に関する技術上の業務の委託は、次の（１）～（３）に定めるところにより行うものとする（水道法施行令第９条）。

（１）技術上の観点から一体として行わなければならない業務の全部を一事業者に
委託すること。
（２）給水区域内の給水装置の管理に関する技術上の業務の全部を委託すること。
（３）次の①～③に掲げる事項についての条項を含む委託契約書を作成すること。

①　委託に係る業務の内容に関する事項
②　委託契約の期間及びその解除に関する事項

③　委託に係る業務の実施体制に関する事項

２．第三者委託の受託者の要件
受託者の要件は、受託業務を適正かつ確実に遂行するに足りる経理的及び技術
的基礎を有するものであること
３．受託水道業務技術管理者
　　第三者委託を受ける者（水道管理業務受託者）は、水道の管理について技術上
の業務を担当させるために、受託水道業務技術管理者一人を置かなければなら
ない。受託水道業務技術管理者の資格要件は、水道技術管理者と同じである。
（別添４参照）
受託水道業務技術管理者は、水道技術管理者の事務のうち、委託された業務の
範囲内の事務に従事し、及びこれらの事務に従事する他の職員を監督しなけれ
ばならない。
４．知事への届出

　　専用水道の設置者は、業務を委託したときは、専用水道業務委託届出書（別添第25号様式）を、委託に係る契約が失効したときは、専用水道業務委託契約失効届出書（別添第26号様式）を、原本及びその写し各1部を専用水道事務所の所在地を管轄する県保健福祉事務所等に提出すること。ただし、「香川県電子申請・届出システム」を用いて電子申請を行う場合は、水資源対策課に提出すること。
第６節　専用水道の廃止

　　専用水道の設置者は、専用水道を廃止する場合、その旨を専用水道事務所の所在地を管轄する県保健福祉事務所等に提出すること。

１．廃止する場合

（１）施設を廃止する場合

（２）水源の変更、施設の改築、居住人口の減少などにより、施設が専用水道に

　　　該当しなくなった場合

２．廃止手続き

　　専用水道廃止届出書（別添第27号様式）により、原本及びその写し各1部を専用水道事務所の所在地を管轄する県保健福祉事務所等に提出すること。ただし、「香川県電子申請・届出システム」を用いて電子申請を行う場合は、水資源対策課に提出すること。
　　後日、県保健福祉事務所等が現地確認を行う場合があります。
第２章　県への届出と報告
第１節　書類の提出先について

　　県への提出書類、提出部数などをまとめていますので参考にしてください。

提出方法については、事前に提出先までお問合せください。

１．給水開始までに提出するもの
	提出書類
	提出時期
	提出部数
	提出先

	専用水道布設工事設計確認申請書
	着工30日前
	原本及びその写し

各1部
	県保健福祉事務所等(経由)※水資源対策課
（P23参照）

	給水開始前届出書
	給水開始前
	
	

	水道技術管理者設置報告書
	
	
	


２．給水開始以降に提出するもの
（１）定期に提出するもの
	提出書類
	提出時期
	提出部数
	提出先

	水質検査等結果書

（健康診断（定期、臨時）及び水質検査（毎日検査、毎月検査、3ヶ月毎検査、原水全項目検査）の結果を記したもの）
	翌月10日

までに
	1部
	県保健福祉事務所等
（P23参照）

	水質検査計画
	毎事業年度

開始前までに
	2部
	県環境管理課

	水道指導監視台帳
	
	
	県水資源対策課


（２）届出等の事由が発生した際に提出するもの

	提出書類
	提出時期
	提出部数
	提出先

	臨時の水質検査結果
	直ちに※
	1部
	県保健福祉事務所等

	専用水道布設工事設計確認申請書記載事項変更届出書
	事由発生後

速やかに
	原本及びその写し

各1部
	県保健福祉事務所等(経由)※水資源対策課
（P23参照）

	水道技術管理者変更報告書
	
	
	

	給水緊急停止報告書
	
	
	

	専用水道業務委託届出書
	
	
	

	専用水道業務委託契約失効届出書
	
	
	

	専用水道廃止届出書
	
	
	


※   臨時の水質検査を行う必要が生じた際には、直ちに電話等で専用水道事務所の所在地を管轄する県保健福祉事務所等まで連絡してください。
※   提出先で(経由)となっている対象の書類は、あらかじめ県水資源対策課と協議等を行いながら、書類作成し、所管の県保健福祉事務所等まで提出してください。なお、「香川県電子申請・届出システム」を用いて電子申請を行う場合は、県水資源対策課に直接送付となります。
３．県保健福祉事務所等を含む関係機関一覧
	機関名称
	住所、問い合わせ先
	管轄区域

	小豆総合事務所

環境森林課
	〒761-4121
小豆郡土庄町渕崎甲2079番地5
TEL:0879-62-2731
	土庄町、小豆島町

	東讃保健福祉事務所

環境管理室
	〒769-2401
さぬき市津田町津田930番地2
TEL:0879-29-8268
	三木町、直島町

	中讃保健福祉事務所

環境管理室
	〒763-0082
丸亀市土器町東八丁目526番地
TEL:0877-24-9966
	宇多津町、綾川町、琴平町、多度津町、まんのう町

	西讃保健福祉事務所

環境管理室
	〒768-0067
観音寺市坂本町七丁目3番18号
TEL:0875-25-6431
	－

	環境管理課
	〒760-8570

高松市番町四丁目1番10号
TEL：087-832-3218
	－

	水資源対策課
	〒760-8570

高松市番町四丁目1番10号
TEL：087-832-3129
	－

	環境保健研究センター
	〒760-0065 

香川県高松市朝日町5丁目3−105
TEL：087-825-0400
	－


＊県内各市内の専用水道（国設置のものを除く）は各市が所管しています。
	高松市健康福祉局生活衛生課
	･･･
	087-839-2865

	丸亀市市民生活部生活環境課
	･･･
	0877-24-8809

	坂出市市民生活部生活環境課
	･･･
	0877-46-4503

	善通寺市市民生活部環境課
	･･･
	0877-63-6307

	観音寺市市民部生活環境課
	･･･
	0875-25-2698

	さぬき市市民部生活環境課
	･･･
	087-894-1119


	東かがわ市事業部都市計画課
	･･･
	0879-26-1304

	三豊市市民環境部環境衛生課
	･･･
	0875-73-3007


第２節　「香川県電子申請・届出システム」を用いた電子申請について
　届出等の提出は、上記提出先への持参、郵送に加えて「香川県電子申請・届出システム」を活用した電子申請により行うことができます。

「香川県電子申請・届出システム」(URL: https://s-kantan.com/pref-kagawa-u/)
「香川県電子申請・届出システム」利用時の注意点について
　「香川県電子申請・届出システム」の利用の際には、利用者登録していただく必要があります。また、一定期間ログインされない場合、登録情報は削除されます。その場合は再度登録をしてください。

　その他、システムで分からないことがあればヘルプ、FAQを参照いただくか、香川県政策部水資源対策課(087-832-3129)までお問合せください。
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-  色、濁り及び消毒の残留効果 不可 1日1回以上 不可 不可

1  一般細菌  1mlの検水で形成される集落数が100以下

2  大腸菌  検出されないこと

3  カドミウム及びその化合物  カドミウムの量に関して、0.003mg/L以下

4  水銀及びその化合物  水銀の量に関して、0.0005mg/L以下

5  セレン及びその化合物  セレンの量に関して、0.01mg/L以下

6  鉛及びその化合物  鉛の量に関して、0.01mg/L以下 不可 注４の通り

7  ヒ素及びその化合物  ヒ素の量に関して、0.01mg/L以下

一定の場合可

注１

注３の通り

8  六価クロム化合物  六価クロムの量に関して、0.02mg/L以下 不可 注４の通り

9  亜硝酸態窒素  0.04mg/L以下

一定の場合可

注１

10  シアン化物イオン及び塩化シアン  シアンの量に関して、0.01mg/L以下 不可 不可

11  硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素  10mg/L以下

12  フッ素及びその化合物  フッ素の量に関して、0.8mg/L以下 注３の通り

13  ホウ素及びその化合物  ホウ素の量に関して、1.0mg/L以下 注３の通り。海水を原水とする場合不可。

14  四塩化炭素  0.002mg/L以下

15  1,4-ジオキサン  0.05mg/L以下

16

 シス-1,2-ジクロロエチレン及びトランス-1,2-ジ

クロロエチレン

 0.04mg/L以下

17  ジクロロメタン  0.02mg/L以下

18  テトラクロロエチレン  0.01mg/L以下

19  トリクロロエチレン  0.01mg/L以下

20  ベンゼン  0.01mg/L以下

21  塩素酸  0.6mg/L以下

22  クロロ酢酸  0.02mg/L以下

23  クロロホルム  0.06mg/L以下

24  ジクロロ酢酸 0.03mg/L以下

25  ジブロモクロロメタン  0.1mg/L以下

26  臭素酸  0.01mg/L以下

注３の通り（浄水処理にオゾン処理、消毒

に次亜塩素酸を用いる場合不可）

27  総トリハロメタン  0.1mg/L以下

28  トリクロロ酢酸 0.03mg/L以下

29  ブロモジクロロメタン  0.03mg/L以下

30  ブロモホルム  0.09mg/L以下

31  ホルムアルデヒド  0.08mg/L以下

32  亜鉛及びその化合物  亜鉛の量に関して、1.0mg/L以下

33  アルミニウム及びその化合物  アルミニウムの量に関して、0.2mg/L以下

34  鉄及びその化合物  鉄の量に関して、0.3mg/L以下

35  銅及びその化合物  銅の量に関して、1.0mg/L以下

36  ナトリウム及びその化合物  ナトリウムの量に関して、200mg/L以下

一定の場合可

注１

37  マンガン及びその化合物  マンガンの量に関して、0.05mg/L以下

38  塩化物イオン  200mg/L以下 概ね1月に1回以上

自動連続測定・記録をしてい

る場合、概ね３月に１回以上

とすることが可。

不可

39  カルシウム、マグネシウム等（硬度）  300mg/L以下

40  蒸発残留物  500mg/L以下

41  陰イオン界面活性剤  0.2mg/L以下

42

 （４Ｓ，４ａＳ，８ａＳ）-オクタヒドロ-４，８ａ-ジメチ

ルナフタレン-４ａ（２Ｈ）-オール（別名ジェオスミ

ン）

 0.00001mg/L以下

43

 １，２，７，７-テトラメチルビシクロ［２，２，１］ヘ

プタン-２-オール（別名２―メチルイソボルネ

オール）

 0.00001mg/L以下

44  非イオン界面活性剤  0.02mg/L以下

45  フェノール類  フェノールの量に換算して、0.005mg/L以下

46  有機物(全有機炭素（ＴＯＣ）の量)  3mg/L以下

47  pH値  5.8以上8.6以下

48  味  異常でないこと

49  臭気  異常でないこと

50  色度  5度以下

51  濁度  2度以下

注４　当該事項についての過去の検査結果が基準値の２分の１を超えたことがなく、かつ、原水並びに水源及びその周辺の状況並びに薬品等及び資機材等の使用状況を勘案し、検査を行う必要がないことが明らかであると認めれる場

合、省略可。

注１　一定の場合とは送水施設及び配水施設内で濃度が上昇しないことが明らかであると認められる場合であり、この場合には、浄水施設の出口、送水施設又は排水施設のいずらかにおいて採取をすることができる。

注２　水源に水又は汚染物質を排出する施設の設置の状況等から、原水の水質が大きくかわるおそれが少ないと認められる場合（過去３年間に水源の種別、取水地点又は浄水方法を変更した場合を除く。）であって、過去３年間におけ

る当該事項についての検査結果が、基準値の５分の１以下であるときは、概ね１年に1回以上と、過去３年間における当該事項についての検査結果が、基準値の１０分の１以下であるときは、概ね３年に1回以上とすることができる。

注３　当該事項についての過去の検査結果が基準値の2分の１を超えたことがなく、かつ、原水並びに水源及びその周辺の状況を勘案氏、検査を行う必要がないことが明らかであると認められる場合、省略可。

注２の通り

不可

注２の通り

自動連続測定・記録をしてい

る場合、概ね３月に１回以上

とすることが可。

不可

一定の場合可

注１

不可 概ね1月に1回以上

概ね3月に1回以上

概ね１月に１回以上（左記の事項を

産出する藻類の発生が少なく、検

査を行う必要がないことが明らかで

あると認められる期間を除く）

概ね3月に1回以上

一定の場合可

注１

不可

概ね1月に1回以上 不可

一定の場合可

注１

一定の場合可

注１

不可

注２の通り

不可

概ね3月に1回以上

 水道水は、水道法第4条の規定に基づき、「水質基準に関する省令」で規定する水質基準に適合することが必要です。また、水道法20条の規定に基づき定期及び臨時の水質検査を実施することが必要です。

不可

当該事項についての過去の検査結果が

基準値の２分の１を超えたことがなく、か

つ、原水並びに水源及びその周辺の状

況(湖沼等の停滞水源を水源とする場合

は、当該基準項目を産出する藻類の発

生状況を含む)を勘案し、検査を行う必要

がないことが明らかであると認められる

場合、省略可。

注３の通り

注４の通り

注３の通り

注３のとおり

不可

不可

注２の通り

注２の通り

不可

不可

注３の通り

当該事項についての過去の検査結果が

基準値の２分の１を超えたことがなく、か

つ、原水並びに水源及びその周辺の状

況(地下水を水源とする場合は、近傍の

地域における地下水の状況を含む)を勘

案し、検査を行う必要がないことが明らか

であると認められる場合、省略可。

不可



２．水質管理目標設定項目と目標値（27項目）（別添2）
水道水中での検出があるなど、水道水質管理上注意すべき項目です。
[image: image4.emf]項目 目標値

1 アンチモン及びその化合物 アンチモンの量に関して0.02mg/L以下

2 ウラン及びその化合物 ウランの量に関して0.002mg/L以下（暫定）

3 ニッケル及びその化合物 ニッケルの量に関して0.02mg/L以下

4 削除 　―

5 1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L以下

6 削除 　―

7 削除 　―

8 トルエン 0.4mg/L以下

9 フタル酸ジ（2-エチルヘキシル） 0.08mg/L以下

10亜塩素酸 0.6mg/L以下

11削除 　―

12二酸化塩素 0.6mg/L以下

13ジクロロアセトニトリル 0.01mg/L以下（暫定）

14抱水クロラ－ル 0.02mg/L以下（暫定）

15農薬類　※ 検出値と目標値の比の和として1以下

16残留塩素 1㎎／Ｌ以下

17カルシウム、マグネシウム等（硬度） 10㎎／Ｌ以上100㎎／Ｌ以下

18マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して0.01mg/L以下

19遊離炭酸 20mg/L以下

201,1,1-トリクロロエタン 0.3mg/L以下

21メチル-t-ブチルエ－テル 0.02mg/L以下

22有機物等（過マンガン酸カリウム消費量） 3mg/L以下

23臭気強度(TON） 3以下

24蒸発残留物 30㎎／Ｌ以上200㎎／Ｌ以下

25濁度 1度以下

26pH値 7.5程度

27腐食性（ランゲリア指数） －１程度以上とし、極力0に近づける

28従属栄養細菌 1mlの検水で形成される集落数が2,000以下（暫定）

291,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L以下

30アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.1mg/L以下

31

ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）及

びペルフルオロオクタン酸（PFOA）

ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）及びペルフ

ルオロオクタン酸（PFOA）の量の和として

0.00005mg/L以下（暫定）

※対象農薬は115物質


※最新の基準項目及び基準値については、厚生労働省ホームページを参照してください。
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/kijun/kijunchi.html
３．水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針（抜粋）（別添3）
２．水道原水に係るクリプトスポリジウム等による汚染のおそれの判断

（１）レベル4（クリプトスポリジウム等による汚染のおそれが高い）
　地表水を水道の原水としており、当該原水から指標菌が検出されたことがある施設
（２）レベル3（クリプトスポリジウム等による汚染のおそれがある）
地表水以外の水を水道の原水としており、当該原水から指標菌が検出されたことがある施設

（３）レベル2（当面、クリプトスポリジウム等による汚染の可能性が低い）
　地表水等が混入していない被圧地下水以外の水を原水としており、当該原水から指標菌が検出されたことがない施設
（４）レベル1（クリプトスポリジウム等による汚染の可能性が低い）
　地表水等が混入していない被圧地下水のみを原水としており、当該原水から指標菌が検出されたことがない施設
３．予防対策
水道事業者等は、水道原水に係るクリプトスポリジウム等による汚染のおそれの程度に応じ、次の対応措置を講ずること。
（１）施設整備
（ア）レベル４
以下のいずれかの施設を整備すること。
(a) ろ過設備（急速ろ過、緩速ろ過、膜ろ過等）であって、ろ過池またはろ過膜（以
下､「ろ過池等」という.)の出口の濁度を0.1 度以下に維持することが可能なもの。
(b) ろ過設備（急速ろ過、緩速ろ過、膜ろ過等）及びろ過後の水を処理するための紫
外線処理設備であって、以下の要件を満たすもの。
① クリプトスポリジウム等を99.9%以上不活化できる紫外線処理設備であること。
② 十分に紫外線が照射されていることを常時確認可能な紫外線強度計を備えてい
ること。
③ ろ過池等の出口の濁度の常時測定が可能な濁度計を備えていること。
（イ）レベル３
以下のいずれかの施設を整備すること。
(a) ろ過設備（急速ろ過、緩速ろ過、膜ろ過等）であって、ろ過池等の出口の濁度を
0.1度以下に維持することが可能なもの。
(b) 紫外線処理設備であって、以下の要件を満たすもの。
① クリプトスポリジウム等を99.9%以上不活化できる紫外線処理設備であること。
② 十分に紫外線が照射されていることを常時確認可能な紫外線強度計を備えてい
ること。
③ 原水の濁度の常時測定が可能な濁度計を備えていること（過去の水質検査結果
等から水道の原水の濁度が２度に達しないことが明らかである場合を除く。）。
（２）原水等の検査
　（ア）レベル4及びレベル3
・水質検査計画等に基づき、適切な頻度で原水のクリプトスポリジウム等及び指標菌の検査を実施すること。ただし、クリプトスポリジウム等の除去又は不活化のために必要な施設を整備中の期間においては、原水のクリプトスポリジウム等を3ヶ月に1回以上、指標菌を月1回以上検査すること。
　（イ）レベル2
・3ヶ月に1回以上、原水の指標菌の検査を実施すること。
　（ウ）レベル１
・年1回、原水の水質検査を行い、大腸菌、トリクロロエチレン等の地表からの汚染の可能性を示す項目の検査結果から被圧地下水以外の水の混入の有無を確認すること。
・3年に1回、井戸内部の撮影等により、ケーシング及びストレーナーの状況、堆積物の状況等の点検を行うこと。
（３）運転管理
① ろ過設備であって、ろ過池等の出口の濁度を0.1 度以下に維持することが可能なも
のを整備することにより対応する場合は、ろ過池等の出口の濁度を常に0.1 度以下
に維持すること。
② ろ過設備及びろ過後の水を処理するための紫外線処理設備を整備することにより
対応する場合は、ろ過池等の出口の濁度を可能な限り低減させること。
③ ろ過池等の出口の濁度を常時把握すること。
④ ろ過方式ごとに適切な浄水管理を行うこと。特に急速ろ過法を用いる場合にあって
は、原水が低濁度であっても、必ず凝集剤を用いて処理を行うこと。
⑤ 凝集剤の注入量、ろ過池等の出口濁度等、浄水施設の運転管理に関する記録を残す
こと。
「水道におけるクリプトスポリジウム等対策指針」

平成19年3月30日付け健水発第0330005号　厚生労働省健康局水道課長通知
           （令和元年5月29日付け薬生水発0529第1号 厚生労働省医薬・生活衛生局
水道課長通知にて一部改正）

[image: image5.emf]
図　水道原水に係るクリプトスポリジウム等による汚染のおそれの判断の流れ
４．水道技術管理者の資格（別添4）
	     専攻の種別

学校の種別
	土木工学又はこれに相当する課程
	土木工学以外の工学、理学、農学、医学、薬学
	左記以外の学科

	大学
	①衛生工学又は水道工学に関する学科目を修めて卒業
	②左記以外の学科目を修めて卒業
	４年以上
	５年以上

	
	２年以上
	３年以上
	
	

	
	衛生工学・水道工学を専攻し修了
	―
	―

	
	①の場合  １年以上
	②の場合  ２年以上
	
	

	大学院
	研究科において、１年以上衛生工学・水道工学に関する課程を専攻
	―
	―

	
	①の場合  １年以上
	②の場合  ２年以上
	
	

	旧制大学
	２年以上
	４年以上
	５年以上

	短期大学
（専門職大学の前期課程を含む）
高等専門学校
旧専門学校
	５年以上
	６年以上
	７年以上

	高等学校
中等教育学校
旧中等学校
	７年以上
	８年以上
	９年以上

	その他
	○簡易水道以外の水道の布設工事監督者の資格を有する者
○１０年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者
○外国の学校の場合は、上記の学科目を上記の学校において修得するのと同程度修得した場合は、上表に準ずる。
○技術士法の規定による第二次試験のうち上下水道部門に合格した者（上水道及び工業用水道を選択）であって、１年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者
○厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課程を修了した者


○実務経験年数とは、水道技術管理者の管理を要する施設（水道事業、水道用水供給事業及び専用水道）において、水道に関する技術上の実務に従事した年数をいう。
○簡易水道・１日最大給水量が１，０００㎥以下の専用水道については、経験年数は上表の２分の１とする。
５．各種様式
第18号様式(第17条関係)

専用水道布設工事設計確認申請書

第　　　　　号

年　　月　　日

　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名　　　　　　　　　　　　


水道事務所の所在地
専用水道の布設工事の設計が水道法第5条に規定する施設基準に適合することについて同法第32条の規定に基づく確認を受けたいので、同法第33条第1項の規定により関係書類を添えて申請します。

専用水道の設置場所：

水道技術管理者の職氏名：

(添付書類)

１ 工事設計書（水道法第33条第4項に掲げる事項を記載）

２ 水道法施行規則第53条に掲げる書類及び図面

３ 水道指導監視台帳（第23号様式）

第19号様式(第18条関係)

専用水道布設工事設計確認申請書記載事項変更届出書

第　　　　　号

年　　月　　日

　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　　　　　　　　　　　　


水道事務所の所在地
　年　月　日付け　　第　　号をもって確認を受けた　　　　専用水道布設工事設計確認申請書の記載事項に変更が生じたので、水道法第33条第3項の規定により届け出ます。

記
１　専用水道の名称

２　設置場所

３　変更事項（　申請者の住所及び氏名　・　水道事務所の所在地　）

(1)変更前

(2)変更後

４　変更年月日

５　変更の理由

第20号様式(第19条関係)
専用水道給水開始前届出書

第　　　　　号

年　　月　　日

　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　　　　　　　　　　　


水道事務所の所在地
　　　　　専用水道の次の施設を使用して給水を開始したいので、水道法第34条第1項において準用する法第13条第1項の規定により届け出ます。
記
	新設、増設又は改造の区分
	

	新たに使用する施設の名称
	

	新たに使用する施設の位置、構造及び規模
	

	新たに給水を開始する区域の給水人口
	人

	専用水道の確認年月日及び番号
	　年　月　日　　第　　　　号

	工事竣工年月日
	年　　月　　日

	給水開始予定年月日
	年　　月　　日


(添付書類)

１ 給水開始前の水質検査結果

２ 給水開始前の施設検査結果

３ 位置図

給水区域及び主要施設並びに今回給水を開始する施設及び区域を明示したもの。
第21号様式(第20条関係)

水道技術管理者設置報告書

第　　　　　号

年　　月　　日

　　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　　　　　　　　　　


水道法第34条第1項において準用する法第19条第1項に規定する水道技術管理者を次のとおり設置したので報告します。
記
	専用水道の名称
	

	水道事務所の所在地
	

	設置年月日
	

	所属
	

	職名及び氏名
	

	修了した資格取得講習
	講習名　　　　　　　　　　　　受講　　　年度

	学歴及び水道に関す

る技術上の実務経験
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	水道技術上の実務経験年数
	年　　か月(　　　年　　　月　　　日現在)


(添付書類)  水道技術管理者の資格を有することを証する書類

第22号様式(第20条関係)

水道技術管理者変更報告書
第　　　　　号

年　　月　　日

　　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　　　　　　　　　　　


水道法第34条第1項において準用する法第19条第1項 に規定する水道技術管理者を次のとおり変更したので報告します。
記
	専用水道の名称
	

	水道事務所の所在地
	

	変更した年月日
	年　　　月　　　日　　

	水道技術管理者の所属、職名及び氏名
	新
	所属
	

	
	
	職・氏名
	

	
	旧
	所属
	

	
	
	職・氏名
	

	変更の理由
	

	修了した資格取得講習
	講習名　　　　　　　　　　　　受講　　　年度

	学歴及び水道に関す

る技術上の実務経験
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	水道技術上の実務経験年数
	年　　か月(　　　年　　月　　日現在)


(添付書類)  水道技術管理者の資格を有することを証する書類

[image: image6.emf]第23号様式（第22条関係） （ 作 成 年 月 日 ）

水 道 指 導 監 視 台 帳

（ 使 用 期 間 ）

1.専用水道名、水道技術管理者名等 4.給水状況

専 用 水 道 名

専 用 水 道 設 置 者

専用水道事務所の所在地 TEL

代 表 者 の 氏 名

職 名

氏 名

任命年月日

住 所

氏 名

5.配水施設

（注1） 契約期間 名 称

職 名 浄水場名(経由配水池名）

氏 名 位 置

（注1） 任命年月日 容 量 （ ㎥ ）

注1.水道法第24条の3に基づく業務委託を行っている場合のみ記入すること。

水 位 HWL （m）

水 位 LWL （m）

塩素滅菌機等の有無

2.委託先

名 称

会 社 名 位 置

連 絡 先 TEL 方 式

会 社 名 塩素滅菌機等の有無

連 絡 先 TEL 管 径 （ mm ） 50以下 125～200 350～400

延 長 （ ｍ ）

3.最近の布設工事設計の確認概要

管 径 （ mm ） 450～500 800～900

確 認 通 知 年 月 日 延 長 （ ｍ ）

番 号

計 画 給 水 人 口

1 日 最 大 給 水 量

※記載内容のいずれかに変更が生じる場合は、あらかじめ県と協議のうえ、必要な手続き等の対応をとること。

1 日 平 均 給 水 量

※欄が足りない場合は追加して記入すること。

計 画 給 水 区 域

人



年度末



　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　第　　　　　　　　　号



年 度 末



年度末



1日最大給水量（B）（㎥／日）

給 水 状 況



1日平均給水量（C）（㎥／日）

負荷率（C／B）（％）

配

水

池

　　年　　月　　日

 　年 月 日～　年 月 日



整理番号

町 名

作 成 者



㎥／日（　　　　　

l

／人・日）

㎥／日（　　　　　

l

／人・日）



1,000～



600～700



水 質 検 査



75～100

加

圧

ポ

ン

プ

場

250～300

配

水

管



水 道 施 設 管 理



給 水 人 口 （ 人 ）

年間給水量（A）（千㎥）



水 道 技 術 管 理 者



　　年　　月　　日



　　年　　月　　日



受託水道業務技術管理者

水道管理業務受託者



　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日


[image: image7.emf]6.水源及び浄水施設

水 源 番 号

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

名 称

種 別

取 水 方 法

取 水 地 点

計画取水量（㎥／日）

使用開始年月日

水 質

常用・予備の別

メ ー カ ー 名

形 式 ・ 機 種

能 力 （ g ／ 時）

台 数 （ 台 ）

常用・予備の別

使 用 薬 品 名

設 置 年 月

名 称 　浄水場フローシート

水源名（上欄の水源番号）

　（ここに記載できない場合は、別途フロー図を提出しても可）

公称能力（㎥／日）

浄 水 方 法

認可給水量（㎥／日）

使用開始年月日

排 水 処 理 方 法

常用・予備の別

メ ー カ ー 名

形 式 ・ 機 種

能 力 （ g ／ 時）

台 数 （ 台 ）

常用・予備の別

使 用 薬 品 名

設 置 年 月

前塩・後塩の別

※欄が足りない場合は追加して記入すること。

塩

素

等

注

入

機

水

源

浄

水

施

設

塩

素

等

注

入

機

水

源

浄

水

場


[image: image8.emf]7.健康診断実施状況（6ヶ月に1回)

受診年月日 要受診人数 受診人数 不適人数 受診年月日 要受診人数 受診人数 不適人数

.  . .  .

.  . .  .

.  . .  .

.  . .  .

8.水道施設の維持及び修繕状況（令和元年10月1日～）

事業者名  ：  （                                            ）  対象期間：          年      月       日    ～         年      月      日

＜該当するものに☑＞

①運転状態の監視

（水量・水圧・水質等）

②施設の巡視 ③施設の清掃等

④施設の点検

（コンクリート構造物）

⑤施設の点検

（④以外）

⑥施設の修繕等

（コンクリート構造物）

⑦施設の修繕等

（⑥以外）

内容

水道施設の運転状況の把握のた

め、遠方監視装置を活用するなど

の多様な方法で確認すること。

水道施設の異状の有無や機能の低

下などの状態を確認するために見

回ること

清掃等

水道施設の異状の有無や機能の低

下などの状態を確認すること。

同左

水道施設の損傷・腐食等の劣化を

把握した際に、原状程度に復旧す

るために工事等を行うこと

同左

保全管理計画等策定の有無

（対象・方法・頻度等）

 □ 一部の施設で策定

 □ 全部の施設で策定

 □ 策定していない

 □ 一部の施設で策定

 □ 全部の施設で策定

 □ 策定していない

 □ 一部の施設で策定

 □ 全部の施設で策定

 □ 策定していない

 □ 一部の施設で策定

 □ 全部の施設で策定

 □ 策定していない

 □ 一部の施設で策定

 □ 全部の施設で策定

 □ 策定していない

 □ 一部の施設で策定

 □ 全部の施設で策定

 □ 策定していない

 □ 一部の施設で策定

 □ 全部の施設で策定

 □ 策定していない

実施の有無

 □ 一部の施設で実施

 □ 全部の施設で実施

 □ 実施していない

適切な時期に実施

 □ 一部の施設で実施

 □ 全部の施設で実施

 □ 実施していない

適切に時期に実施

 □ 一部の施設で実施

 □ 全部の施設で実施

 □ 実施していない

概ね5年に1回以上実施

 □ 一部の施設で実施

 □ 全部の施設で実施

 □ 実施していない

適切に時期に実施

 □ 一部の施設で実施

 □ 全部の施設で実施

 □ 実施していない

点検で異状把握時に実施

 □ 実施している

 □ 実施していない

点検で異状把握時に実施

 □ 実施している

 □ 実施していない

実施記録の保存の有無

 □ 一部の施設の記録保存

 □ 全部の施設の記録保存

 □ 保存していない

 □ 一部の施設の記録保存

 □ 全部の施設の記録保存

 □ 保存していない

 □ 一部の施設の記録保存

 □ 全部の施設の記録保存

 □ 保存していない

 □ 一部の施設の記録保存

 □ 全部の施設の記録保存

 □ 保存していない

 □ 一部の施設の記録保存

 □ 全部の施設の記録保存

 □ 保存していない

 □ 一部の施設の記録保存

 □ 全部の施設の記録保存

 □ 保存していない

 □ 一部の施設の記録保存

 □ 全部の施設の記録保存

 □ 保存していない

備考

※詳細は、水道施設の点検を含む維持・修繕の実施に関するガイドライン（厚生労働省）を参照のこと。

※選択項目について、該当するものがないなどの場合は、適宜修正して記載すること。
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第24号様式(第23条関係)

給 水 緊 急 停 止 報 告 書

第　　　　　号

年　　月　　日

　　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　　　　　　　　　　　　


水道法第34条第1項において準用する同法第23条第1項に規定する給水の緊急停止をしたので報告します。

記

	専用水道の名称
	

	水道事務所の所在地
	

	給水を緊急停止した年月日
	

	給水を緊急停止した期間
	

	給水を緊急停止した理由


	


第25号様式(第24条関係)

専 用 水 道 業 務 委 託 届 出 書

第　　　　　号

年　　月　　日

　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　　　　　　　　　　　　


水道事務所の所在地
　年　月　日付け　　第　　号をもって確認を受けた　　　専用水道の管理に関する技術上の業務について、次のとおり委託したので、水道法第34条第1項において準用する同法第24条の3第2項の規定により関係書類を添えて届け出ます。

記

１　水道管理業務受託者の住所及び氏名（法人又は組合にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
２　受託水道業務技術管理者の氏名

３　委託した業務の範囲

４　契約期間　　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

(添付書類)

１ 水道法施行令第9条第3項に掲げる事項についての条項を含む委託契約書の写し
２ 受託水道業務技術管理者の資格を有することを証する書類

第26号様式(第24条関係)

専用水道業務委託契約失効届出書

第　　　　　号

年　　月　　日

　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   氏名　　　　　　　　　　　　


水道事務所の所在地
　年　月　日付け　　第　　号をもって確認を受けた　　　専用水道の管理に関する技術上の業務の委託に係る契約について、次のとおり効力を失ったので、水道法第34条第1項において準用する同法第24条の3第2項の規定により届け出ます。

記

１　水道管理業務受託者の住所及び氏名（法人又は組合にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
２　受託水道業務技術管理者の氏名

３　委託した業務の範囲

４　契約期間　　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

５　当該契約が効力を失った理由

第27号様式(第25条関係)

専　用　水　道　廃　止　届  出  書

第　　　　　号

年　　月　　日

　香川県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　 住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　氏名　　　　　　　　　　　　


水道事務所の所在地
　年　月　日付け　　第　　号をもって確認を受けた　　　　専用水道を廃止したので届け出ます。

記

１　専用水道の名称　

２　設置場所

３　廃止年月日

４　廃止の理由

５　水道施設の処置

６　水道利用者に対する給水

(参考様式)
年　　月　　日
　　　　　
　　　　　　　　　殿
氏名・名称・住所並びに
法人にあってはその代表者  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
月分　　水道定期報告書
次のとおり報告します。
	毎日水質検査結果
	　　　　　部
	別紙のとおり

	毎月水質検査結果
	　　　　　部
	

	全項目水質検査結果
	原　　　　　水
	　　　　部
	

	
	浄水(水道水)
	　　　　部
	

	健 康 診 断 結 果
	名分
	


(参考様式)
毎日水質検査結果
	　　　　　年　　　月　　　　　採水場所

	日
	採水時間
	残留塩素
	濁り
	色
	備考
	日
	採水時間
	残留塩素
	濁り
	色
	備考

	１
	：
	
	
	
	
	17
	:
	
	
	
	

	２
	：
	
	
	
	
	18
	:
	
	
	
	

	３
	：
	
	
	
	
	19
	:
	
	
	
	

	４
	：
	
	
	
	
	20
	:
	
	
	
	

	５
	：
	
	
	
	
	21
	:
	
	
	
	

	６
	：
	
	
	
	
	22
	:
	
	
	
	

	７
	：
	
	
	
	
	23
	:
	
	
	
	

	８
	：
	
	
	
	
	24
	:
	
	
	
	

	９
	：
	
	
	
	
	25
	:
	
	
	
	

	10
	：
	
	
	
	
	26
	:
	
	
	
	

	11
	：
	
	
	
	
	27
	:
	
	
	
	

	12
	：
	
	
	
	
	28
	:
	
	
	
	

	13
	：
	
	
	
	
	29
	:
	
	
	
	

	14
	：
	
	
	
	
	30
	:
	
	
	
	

	15
	：
	
	
	
	
	31
	:
	
	
	
	

	16
	：
	
	
	
	
	
	:
	
	
	
	


７．水道法（抜粋）

第1条（この法律の目的）

この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道の基盤を強化することによつて、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もつて公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。
第3条（用語の定義）
　この法律において「水道」とは、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用に適する水として供給する施設の総体をいう。ただし、臨時に施設されたものを除く。

６　この法律において「専用水道」とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自家用の水道その他水道事業の用に供する水道以外の水道であつて、次の各号のいずれかに該当するものをいう。ただし、他の水道から供給を受ける水のみを水源とし、かつ、その水道施設のうち地中又は地表に施設されている部分の規模が政令で定める基準以下である水道を除く。

一　百人を超える者にその居住に必要な水を供給するもの

二　その水道施設の一日最大給水量（一日に給水することができる最大の水量を
いう。以下同じ。）が政令で定める基準を超えるもの

第4条（水質基準）　
水道により供給される水は、次の各号に掲げる要件を備えるものでなければなら
ない。

一　病原生物に汚染され、又は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物
若しくは物質を含むものでないこと。

二　シアン、水銀その他の有毒物質を含まないこと。

三　銅、鉄、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふっ),弗)素、フェノールその他の物質をその許容量をこえて含まないこと。

四　異常な酸性又はアルカリ性を呈しないこと。

五　異常な臭味がないこと。ただし、消毒による臭味を除く。

六　外観は、ほとんど無色透明であること。

２　前項各号の基準に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。
第5条（施設基準）
　水道は、原水の質及び量、地理的条件、当該水道の形態等に応じ、取水施設、貯
水施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設の全部又は一部を有すべきも
のとし、その各施設は、次の各号に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　取水施設は、できるだけ良質の原水を必要量取り入れることができるもので
あること。

二　貯水施設は、渇水時においても必要量の原水を供給するのに必要な貯水能力
を有するものであること。

三　導水施設は、必要量の原水を送るのに必要なポンプ、導水管その他の設備を
有すること。

四　浄水施設は、原水の質及び量に応じて、前条の規定による水質基準に適合す
る必要量の浄水を得るのに必要なちんでん池、濾ろ 過池その他の設備を有し、
かつ、消毒設備を備えていること。

五　送水施設は、必要量の浄水を送るのに必要なポンプ、送水管その他の設備を
有すること。

六　配水施設は、必要量の浄水を一定以上の圧力で連続して供給するのに必要な
配水池、ポンプ、配水管その他の設備を有すること。

２　水道施設の位置及び配列を定めるにあたつては、その布設及び維持管理ができ
るだけ経済的で、かつ、容易になるようにするとともに、給水の確実性をも考慮
しなければならない。

３　水道施設の構造及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充分な
耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそれがないものでなければなら
ない。

４　前三項に規定するもののほか、水道施設に関して必要な技術的基準は、厚生労
働省令で定める。

第13条（給水開始前の届出及び検査）
　水道事業者は、配水施設以外の水道施設又は配水池を新設し、増設し、又は改造
した場合において、その新設、増設又は改造に係る施設を使用して給水を開始しよ
うとするときは、あらかじめ、厚生労働大臣にその旨を届け出で、かつ、厚生労働
省令の定めるところにより、水質検査及び施設検査を行わなければならない。

２　水道事業者は、前項の規定による水質検査及び施設検査を行つたときは、これ
に関する記録を作成し、その検査を行つた日から起算して五年間、これを保存し
なければならない。
第19条（水道技術管理者）
　水道事業者は、水道の管理について技術上の業務を担当させるため、水道技術管
理者一人を置かなければならない。ただし、自ら水道技術管理者となることを妨げ
ない。

２　水道技術管理者は、次に掲げる事項に関する事務に従事し、及びこれらの事務に従事する他の職員を監督しなければならない。

一　水道施設が第五条の規定による施設基準に適合しているかどうかの検査（第
二十二条の二第二項に規定する点検を含む。）

二　第十三条第一項の規定による水質検査及び施設検査

四　次条第一項の規定による水質検査

五　第二十一条第一項の規定による健康診断

六　第二十二条の規定による衛生上の措置

八　第二十三条第一項の規定による給水の緊急停止

九　第三十七条前段の規定による給水停止

３　水道技術管理者は、政令で定める資格（当該水道事業者が地方公共団体である
場合にあつては、当該資格を参酌して当該地方公共団体の条例で定める資格）を
有する者でなければならない。

第20条（水質検査）
水道事業者は、厚生労働省令の定めるところにより、定期及び臨時の水質検査を
行わなければならない。

２　水道事業者は、前項の規定による水質検査を行つたときは、これに関する記録
を作成し、水質検査を行つた日から起算して五年間、これを保存しなければなら
ない。

３　水道事業者は、第一項の規定による水質検査を行うため、必要な検査施設を設
けなければならない。ただし、当該水質検査を、厚生労働省令の定めるところに
より、地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の登録を受けた者に委託して行うと
きは、この限りでない。

第21条（健康診断）
　水道事業者は、水道の取水場、浄水場又は配水池において業務に従事している者
及びこれらの施設の設置場所の構内に居住している者について、厚生労働省令の定
めるところにより、定期及び臨時の健康診断を行わなければならない。

２　水道事業者は、前項の規定による健康診断を行つたときは、これに関する記録
を作成し、健康診断を行つた日から起算して一年間、これを保存しなければなら
ない。

第22条（衛生上の措置）
　水道事業者は、厚生労働省令の定めるところにより、水道施設の管理及び運営に
関し、消毒その他衛生上必要な措置を講じなければならない。

第22条の2（水道施設の維持及び修繕）
　水道事業者は、厚生労働省令で定める基準に従い、水道施設を良好な状態に保つ
ため、その維持及び修繕を行わなければならない。

２　前項の基準は、水道施設の修繕を能率的に行うための点検に関する基準を含む
ものとする。
第23条（給水の緊急停止）
　水道事業者は、その供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つたと
きは、直ちに給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者
に周知させる措置を講じなければならない。

２　水道事業者の供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知つた者は、
直ちにその旨を当該水道事業者に通報しなければならない。

第24条の3（業務の委託）
　水道事業者は、政令で定めるところにより、水道の管理に関する技術上の業務の
全部又は一部を他の水道事業者若しくは水道用水供給事業者又は当該業務を適正
かつ確実に実施することができる者として政令で定める要件に該当するものに委
託することができる。

２　水道事業者は、前項の規定により業務を委託したときは、遅滞なく、厚生労働
省令で定める事項を厚生労働大臣に届け出なければならない。委託に係る契約が
効力を失つたときも、同様とする。

３　第一項の規定により業務の委託を受ける者（以下「水道管理業務受託者」とい
う。）は、水道の管理について技術上の業務を担当させるため、受託水道業務技
術管理者一人を置かなければならない。

４　受託水道業務技術管理者は、第一項の規定により委託された業務の範囲内にお
いて第十九条第二項各号に掲げる事項に関する事務に従事し、及びこれらの事務
に従事する他の職員を監督しなければならない。

５　受託水道業務技術管理者は、政令で定める資格を有する者でなければならない。

６　第一項の規定により水道の管理に関する技術上の業務を委託する場合におい
ては、当該委託された業務の範囲内において、水道管理業務受託者を水道事業者
と、受託水道業務技術管理者を水道技術管理者とみなして、第十三条第一項（水
質検査及び施設検査の実施に係る部分に限る。）及び第二項、第十七条、第二十
条から第二十二条の三まで、第二十三条第一項、第二十五条の九、第三十六条第
二項並びに第三十九条（第二項及び第三項を除く。）の規定（これらの規定に係
る罰則を含む。）を適用する。この場合において、当該委託された業務の範囲内
において、水道事業者及び水道技術管理者については、これらの規定は、適用し
ない。

７　前項の規定により水道管理業務受託者を水道事業者とみなして第二十五条の
九の規定を適用する場合における第二十五条の十一第一項の規定の適用につい
ては、同項第五号中「水道事業者」とあるのは、「水道管理業務受託者」とする。

８　第一項の規定により水道の管理に関する技術上の業務を委託する場合におい
ては、当該委託された業務の範囲内において、水道技術管理者については第十九
条第二項の規定は適用せず、受託水道業務技術管理者が同項各号に掲げる事項に
関する全ての事務に従事し、及びこれらの事務に従事する他の職員を監督する場
合においては、水道事業者については、同条第一項の規定は、適用しない。

第32条（確認）
　専用水道の布設工事をしようとする者は、その工事に着手する前に、当該工事の
設計が第五条の規定による施設基準に適合するものであることについて、都道府県
知事の確認を受けなければならない。

第33条（確認の申請）
　前条の確認の申請をするには、申請書に、工事設計書その他厚生労働省令で定め
る書類（図面を含む。）を添えて、これを都道府県知事に提出しなければならない。

２　前項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の住所及び氏名（法人又は組合にあつては、主たる事務所の所在地及
び名称並びに代表者の氏名）

二　水道事務所の所在地

３　専用水道の設置者は、前項に規定する申請書の記載事項に変更を生じたときは、
速やかに、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

４　第一項の工事設計書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　一日最大給水量及び一日平均給水量

二　水源の種別及び取水地点

三　水源の水量の概算及び水質試験の結果
四　水道施設の概要

五　水道施設の位置（標高及び水位を含む。）、規模及び構造

六　浄水方法

七　工事の着手及び完了の予定年月日

八　その他厚生労働省令で定める事項

５　都道府県知事は、第一項の申請を受理した場合において、当該工事の設計が第
五条の規定による施設基準に適合することを確認したときは、申請者にその旨を
通知し、適合しないと認めたとき、又は申請書の添附書類によつては適合するか
しないかを判断することができないときは、その適合しない点を指摘し、又はそ
の判断することができない理由を附して、申請者にその旨を通知しなければなら
ない。

６　前項の通知は、第一項の申請を受理した日から起算して三十日以内に、書面を
もつてしなければならない。
第34条（準用）
　第十三条、第十九条(第二項第三号及び第七号を除く.)､第二十条から第二十二条
の二まで、第二十三条及び第二十四条の三(第七項を除く.)の規定は、専用水道の
設置者について準用する。この場合において､次の表の上欄に掲げる規定中同表の
中欄に掲げる字句は､それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。
[image: image10.emf]第二十四条の三第六項
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第二十五条の九、第三十六条第二項並びに第三十九条（第二項 第三十六条第二項並びに第三十九条（第一項

第二十四条の三第二項 厚生労働大臣 都道府県知事

第二十四条の三第四項 第十九条第二項各号 第十九条第二項各号（第三号及び第七号を除く。）

第十三条第一項 厚生労働大臣 都道府県知事

第十九条第二項 事項 事項（第三号及び第七号に掲げる事項を除く。）


２　一日最大給水量が千立方メートル以下である専用水道については、当該水道が
消毒設備以外の浄水施設を必要とせず、かつ、自然流下のみによつて給水するこ
とができるものであるときは、前項の規定にかかわらず、第十九条第三項の規定
を準用しない。

第36条（改善の指示等）
　  厚生労働大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府県知事は専用水
道について、当該水道施設が第五条の規定による施設基準に適合しなくなつたと認
め、かつ、国民の健康を守るため緊急に必要があると認めるときは、当該水道事業
者若しくは水道用水供給事業者又は専用水道の設置者に対して、期間を定めて、当
該施設を改善すべき旨を指示することができる。

２　厚生労働大臣は水道事業又は水道用水供給事業について、都道府県知事は専用
水道について、水道技術管理者がその職務を怠り、警告を発したにもかかわらず
なお継続して職務を怠つたときは、当該水道事業者若しくは水道用水供給事業者
又は専用水道の設置者に対して、水道技術管理者を変更すべきことを勧告するこ
とができる。
　第37条（給水停止命令）
　厚生労働大臣は水道事業者又は水道用水供給事業者が、都道府県知事は専用水道
又は簡易専用水道の設置者が、前条第一項又は第三項の規定に基づく指示に従わな
い場合において、給水を継続させることが当該水道の利用者の利益を阻害すると認
めるときは、その指示に係る事項を履行するまでの間、当該水道による給水を停止
すべきことを命ずることができる。同条第二項の規定に基づく勧告に従わない場合
において、給水を継続させることが当該水道の利用者の利益を阻害すると認めると
きも、同様とする。

第39条（報告の徴収及び立入検査）
　厚生労働大臣は、水道（水道事業等の用に供するものに限る。以下この項におい
て同じ。）の布設若しくは管理又は水道事業若しくは水道用水供給事業の適正を確
保するために必要があると認めるときは、水道事業者若しくは水道用水供給事業者
から工事の施行状況若しくは事業の実施状況について必要な報告を徴し、又は当該
職員をして水道の工事現場、事務所若しくは水道施設のある場所に立ち入らせ、工
事の施行状況、水道施設、水質、水圧、水量若しくは必要な帳簿書類（その作成又
は保存に代えて電磁的記録の作成又は保存がされている場合における当該電磁的
記録を含む。次項及び第四十条第八項において同じ。）を検査させることができる。

２　都道府県知事は、水道（水道事業等の用に供するものを除く。以下この項にお
いて同じ。）の布設又は管理の適正を確保するために必要があると認めるときは、
専用水道の設置者から工事の施行状況若しくは専用水道の管理について必要な
報告を徴し、又は当該職員をして水道の工事現場、事務所若しくは水道施設のあ
る場所に立ち入らせ、工事の施行状況、水道施設、水質、水圧、水量若しくは必
要な帳簿書類を検査させることができる。

４　前三項の規定により立入検査を行う場合には、当該職員は、その身分を示す証
明書を携帯し、かつ、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければなら
ない。

５　第一項、第二項又は第三項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために
認められたものと解釈してはならない
　第46条（都道府県が処理する事務）
　この法律に規定する厚生労働大臣の権限に属する事務の一部は、政令で定めると
ころにより、都道府県知事が行うこととすることができる。

２　この法律（第三十二条、第三十三条第一項、第三項及び第五項、第三十四条第
一項において準用する第十三条第一項及び第二十四条の三第二項、第三十六条、
第三十七条並びに第三十九条第二項及び第三項に限る。）の規定により都道府県
知事の権限に属する事務の一部は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）
で定めるところにより、町村長が行うこととすることができる。
第48条の2（市又は特別区に関する読替え等）
　市又は特別区の区域においては、第三十二条、第三十三条第一項、第三項及び第
五項、第三十四条第一項において準用する第十三条第一項及び第二十四条の三第二
項、第三十六条、第三十七条並びに第三十九条第二項及び第三項中「都道府県知事」
とあるのは、「市長」又は「区長」と読み替えるものとする。

２　前項の規定により読み替えられた場合における前条の規定の適用については、
市長又は特別区の区長を都道府県知事と、市又は特別区を都道府県とみなす。
第50条（国の設置する専用水道に関する特例）
　この法律中専用水道に関する規定は、第五十二条、第五十三条、第五十四条、第
五十五条及び第五十六条の規定を除き、国の設置する専用水道についても適用され
るものとする。

２　国の行う専用水道の布設工事については、あらかじめ厚生労働大臣に当該工事
の設計を届け出で、厚生労働大臣からその設計が第五条の規定による施設基準に
適合する旨の通知を受けたときは、第三十二条の規定にかかわらず、その工事に
着手することができる。

３　第三十三条の規定は、前項の規定による届出及び厚生労働大臣がその届出を受
けた場合における手続について準用する。この場合において、同条第二項及び第
三項中「申請書」とあるのは、「届出書」と読み替えるものとする。

４　国の設置する専用水道については、第三十四条第一項において準用する第十三
条第一項及び第二十四条の三第二項並びに前章に定める都道府県知事（第四十八
条の二第一項の規定により読み替えられる場合にあつては、市長又は特別区の区
長）の権限に属する事務は、厚生労働大臣が行う。
　第52条
　次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に
処する。

二　第二十三条第一項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合
を含む。）の規定に違反した者

第53条
　次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処
する。
五　第十九条第一項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合を
含む。）の規定に違反した者

六　第二十四条の三第一項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する
場合を含む。）の規定に違反して、業務を委託した者

七　第二十四条の三第三項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する
場合を含む。）の規定に違反した者

十　第三十七条の規定による給水停止命令に違反した者
第54条　
次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。

二　第十三条第一項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合を
含む。）の規定に違反して水質検査又は施設検査を行わなかつた者

三　第二十条第一項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合を
含む。）の規定に違反した者

四　第二十一条第一項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合
を含む。）の規定に違反した者

五　第二十二条（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合を含
む。）の規定に違反した者

七　第三十二条の規定による確認を受けないで専用水道の布設工事に着手した者

第55条
　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

二　第十条第三項、第十一条第三項（第三十一条において準用する場合を含む。）、
第二十四条の三第二項（第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場
合を含む。）又は第三十条第三項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし
た者

三　第三十九条第一項、第二項、第三項又は第四十条第八項（第二十四条の八第
一項（第三十一条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用
する場合を含む。）の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は当
該職員の検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者
７．水道施設の技術的基準を定める省令
（平成十二年厚生省令第十五号）
最終改正：令和二年三月二十五日厚生労働省令第三十八号 

水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第五条第四項の規定に基づき、水道施設の技術的基準を定める省令を次のように定める。

（一般事項）

第1条　水道施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第四条の規定による水質基準（以下
「水質基準」という。）に適合する必要量の浄水を所要の水圧で連続して供給す
ることができること。
二　需要の変動に応じて、浄水を安定的かつ効率的に供給することができること。

三　給水の確実性を向上させるために、必要に応じて、次に掲げる措置が講じられ
ていること。

イ　予備の施設又は設備が設けられていること。

ロ　取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び配水施設が分散し
て配置されていること。

ハ　水道施設自体又は当該施設が属する系統としての多重性を有していること。

四　災害その他非常の場合に断水その他の給水への影響ができるだけ少なくなる
ように配慮されたものであるとともに、速やかに復旧できるように配慮されたも
のであること。

五　環境の保全に配慮されたものであること。

六　地形、地質その他の自然的条件を勘案して、自重、積載荷重、水圧、土圧、揚
圧力、浮力、地震力、積雪荷重、氷圧、温度荷重等の予想される荷重に対して安
全な構造であること。
七　施設の重要度に応じて、地震力に対して次に掲げる要件を備えるものであると
ともに、地震により生ずる液状化、側方流動等によって生ずる影響に配慮された
ものであること。

イ　次に掲げる施設については、レベル一地震動（当該施設の設置地点において
発生するものと想定される地震動のうち、当該施設の供用期間中に発生する可
能性の高いものをいう。以下同じ。）に対して、当該施設の健全な機能を損な
わず、かつ、レベル二地震動（当該施設の設置地点において発生するものと想
定される地震動のうち、最大規模の強さを有するものをいう。）に対して、生
ずる損傷が軽微であって、当該施設の機能に重大な影響を及ぼさないこと。

（１）　取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設及び送水施設

（２）　配水施設のうち、破損した場合に重大な二次被害を生ずるおそれが高い
もの

（３）　配水施設のうち、（２）の施設以外の施設であって、次に掲げるもの

（ⅰ）  配水本管（配水管のうち、給水管の分岐のないものをいう。以下同じ。）

（ⅱ） 配水本管に接続するポンプ場

（ⅲ） 配水本管に接続する配水池等（配水池及び配水のために容量を調節す
る設備をいう。以下同じ。）

（ⅳ） 配水本管を有しない水道における最大容量を有する配水池等

ロ　イに掲げる施設以外の施設は、レベル一地震動に対して、生ずる損傷が軽微
であって、当該施設の機能に重大な影響を及ぼさないこと。

八　漏水のおそれがないように必要な水密性を有する構造であること。

九　維持管理を確実かつ容易に行うことができるように配慮された構造であるこ
と。

十　水の汚染のおそれがないように、必要に応じて、暗渠とし、又はさくの設置その他の必要な措置が講じられていること。

十一　規模及び特性に応じて、流量、水圧、水位、水質その他の運転状態を監視し、
制御するために必要な設備が設けられていること。
十一の二  施設の運転を管理する電子計算機が水の供給に著しい支障を及ぼすお
それがないように、サイバーセキュリティ（サイバーセキュリティ基本法（平成
二十六年法律第百四号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。）を確
保するために必要な措置が講じられていること。
十二　災害その他非常の場合における被害の拡大を防止するために、必要に応じて、
遮断弁その他の必要な設備が設けられていること。
十三　海水又はかん水（以下「海水等」という。）を原水とする場合にあっては、
ほう素の量が一リットルにつき一・〇ミリグラム以下である浄水を供給すること
ができること。

十四　浄水又は浄水処理過程における水に凝集剤、凝集補助剤、水素イオン濃度調
整剤、粉末活性炭その他の薬品又は消毒剤（以下「薬品等」という。）を注入す
る場合にあっては、当該薬品等の特性に応じて、必要量の薬品等を注入すること
ができる設備（以下「薬品等注入設備」という。）が設けられているとともに、
当該設備の材質が、当該薬品等の使用条件に応じた必要な耐食性を有すること。

十五　薬品等注入設備を設ける場合にあっては、予備設備が設けられていること。
ただし、薬品等注入設備が停止しても給水に支障がない場合は、この限りでない。
十六　浄水又は浄水処理過程における水に注入される薬品等により水に付加され
る物質は、別表第一の上欄に掲げる事項につき、同表の下欄に掲げる基準に適合
すること。

十七　資材又は設備（以下「資機材等」という。）の材質は、次の要件を備えるこ
と。

イ　使用される場所の状況に応じた必要な強度、耐久性、耐摩耗性、耐食性及び
水密性を有すること。
ロ　水の汚染のおそれがないこと。

ハ　浄水又は浄水処理過程における水に接する資機材等（ポンプ、消火栓その他
の水と接触する面積が著しく小さいものを除く。）の材質は、厚生労働大臣が
定める資機材等の材質に関する試験により供試品について浸出させたとき、そ
の浸出液は、別表第二の上欄に掲げる事項につき、同表の下欄に掲げる基準に
適合すること。

（取水施設）

第2条　取水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　原水の水質の状況に応じて、できるだけ良質の原水を取り入れることができる
ように配慮した位置及び種類であること。
二　災害その他非常の場合又は施設の点検を行う場合に取水を停止することがで
きる設備が設けられていること。

三　前二号に掲げるもののほか、できるだけ良質な原水を必要量取り入れることが
できるものであること。
２　地表水の取水施設にあっては、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　洪水、洗掘、流木、流砂等のため、取水が困難となるおそれが少なく、地形及
び地質の状況を勘案し、取水に支障を及ぼすおそれがないように配慮した位置及
び種類であること。

二　 堰、水門等を設ける場合にあっては、当該堰 、水門等が、洪水による流水の作用に対して安全な構造であること。

三　必要に応じて、取水部にスクリーンが設けられていること。

四　必要に応じて、原水中の砂を除去するために必要な設備が設けられていること。

３　地下水の取水施設にあっては、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　水質の汚染及び塩水化のおそれが少ない位置及び種類であること。

二　集水埋渠は、閉塞のおそれが少ない構造であること。

三　集水埋渠の位置を定めるに当たっては、集水埋渠の周辺に帯水層があることが確認されていること。
四　露出又は流出のおそれがないように河床の表面から集水埋渠までの深さが確保されていること。

五　一日最大取水量を常時取り入れるのに必要な能力を有すること。

４　前項第五号の能力は、揚水量が、集水埋渠によって取水する場合にあっては透水試験の結果を、井戸によって取水する場合にあっては揚水試験の結果を基礎として設定されたものでなければならない。
（貯水施設）

第3条　貯水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　貯水容量並びに設置場所の地形及び地質に応じて、安全性及び経済性に配慮し
た位置及び種類であること。
二　地震及び強風による波浪に対して安全な構造であること。

三　洪水に対処するために洪水吐きその他の必要な設備が設けられていること。

四　水質の悪化を防止するために、必要に応じて、ばっ気設備の設置その他の必要
な措置が講じられていること。

五　漏水を防止するために必要な措置が講じられていること。

六　放流水が貯水施設及びその付近に悪影響を及ぼすおそれがないように配慮さ
れたものであること。

七　前各号に掲げるもののほか、渇水時においても必要量の原水を供給するのに必
要な貯水能力を有するものであること。

２　前項第一号の貯水容量は、降水量、河川流量、需要量等を基礎として設定された
ものでなければならない。

３　ダムにあっては、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　コンクリートダムの堤体は、予想される荷重によって滑動し、又は転倒しない
構造であること。

二　フィルダムの堤体は、予想される荷重によって滑り破壊又は浸透破壊が生じな
い構造であること。

三　ダムの基礎地盤（堤体との接触部を含む。以下同じ。）は、必要な水密性を有
し、かつ、予想される荷重によって滑動し、滑り破壊又は転倒破壊が生じないも
のであること。

４　ダムの堤体及び基礎地盤に作用する荷重としては、ダムの種類及び貯水池の水位
に応じて、別表第三に掲げるものを採用するものとする。

（導水施設）

第4条　導水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。
一　導水施設の上下流にある水道施設の標高、導水量、地形、地質等に応じて、安
定性及び経済性に配慮した位置及び方法であること。

二　水質の安定した原水を安定的に必要量送ることができるように、必要に応じて、
原水調整池が設けられていること。
三　地形及び地勢に応じて、余水吐き、接合井、排水設備、制水弁、制水扉、空気
弁又は伸縮継手が設けられていること。

四　ポンプを設ける場合にあっては、必要に応じて、水撃作用の軽減を図るために
必要な措置が講じられていること。

五　ポンプは、次に掲げる要件を備えること。

イ　必要量の原水を安定的かつ効率的に送ることができる容量、台数及び形式で
あること。

ロ　予備設備が設けられていること。ただし、ポンプが停止しても給水に支障が
ない場合は、この限りでない。
六　前各号に掲げるもののほか、必要量の原水を送るのに必要な設備を有すること。

（浄水施設）

第5条　浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。
一　地表水又は地下水を原水とする場合にあっては、水道施設の規模、原水の水質
及びその変動の程度等に応じて、消毒処理、緩速濾過、急速濾過、膜濾過、粉末活性炭処理、粒状活性炭処理、オゾン処理、生物処理その他の方法により、所要の水質が得られるものであること。
二　海水等を原水とする場合にあっては、次に掲げる要件を備えること。

イ　海水等を淡水化する場合に生じる濃縮水の放流による環境の保全上の支障
が生じないように必要な措置が講じられていること。

ロ　逆浸透法又は電気透析法を用いる場合にあっては、所要の水質を得るための
前処理のための設備が設けられていること。
三　各浄水処理の工程がそれぞれの機能を十分発揮させることができ、かつ、布設
及び維持管理を効率的に行うことができるように配置されていること。

四　濁度、水素イオン濃度指数その他の水質、水位及び水量の測定のための設備が
設けられていること。
五　消毒設備は、次に掲げる要件を備えること。

イ　消毒の効果を得るために必要な時間、水が消毒剤に接触する構造であること。

ロ　消毒剤の供給量を調節するための設備が設けられていること。

ハ　消毒剤の注入設備には、予備設備が設けられていること。

ニ　消毒剤を常時安定して供給するために必要な措置が講じられていること。

ホ　液化塩素を使用する場合にあっては、液化塩素が漏出したときに当該液化塩
素を中和するために必要な措置が講じられていること。

六　施設の改造若しくは更新又は点検により給水に支障が生じるおそれがある場
合にあっては、必要な予備の施設又は設備が設けられていること。

七　送水量の変動に応じて、浄水を安定的かつ効率的に送ることができるように、
必要に応じて、浄水を貯留する設備が設けられていること。

八　原水に耐塩素性病原生物が混入するおそれがある場合にあっては、次に掲げる
いずれかの要件が備えられていること。

イ　濾過等の設備であって、耐塩素性病原生物を除去することができるものが
設けられていること。

ロ　地表水を原水とする場合にあっては、濾過等の設備に加え、濾過等の設備の
後に、原水中の耐塩素性病原生物を不活化することができる紫外線処理設備が
設けられていること。ただし、当該紫外線処理設備における紫外線が照射され
る水の濁度、色度その他の水質が紫外線処理に支障がないものである場合に限
る。

ハ　地表水以外を原水とする場合にあっては、原水中の耐塩素性病原生物を不活
化することができる紫外線処理設備が設けられていること。ただし、当該紫外
線処理設備における紫外線が照射される水の濁度、色度その他の水質が紫外線
処理に支障がないものである場合に限る。

九　濾過池又は濾過膜（以下「濾過設備」という。）を設ける場合にあっては、
予備設備が設けられていること。ただし、濾過設備が停止しても給水に支障がな
い場合は、この限りでない。
十　濾過設備の洗浄排水、沈殿池等からの排水その他の浄水処理過程で生じる排水
（以下「浄水処理排水」という。）を公共用水域に放流する場合にあっては、そ
の排水による生活環境保全上の支障が生じないように必要な設備が設けられて
いること。

十一　濾過池を設ける場合にあっては、水の汚染のおそれがないように、必要に応
じて、覆いの設置その他の必要な措置が講じられていること。

十二　浄水処理排水を原水として用いる場合にあっては、浄水又は浄水処理の工程
に支障が生じないように必要な措置が講じられていること。

十三　浄水処理をした水の水質により、水道施設が著しく腐食することのないよう
に配慮されたものであること。

十四　前各号に掲げるもののほか、水質基準に適合する必要量の浄水を得るのに必
要な設備を備えていること。
２　緩速濾過を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。
一　濾過池は、浮遊物質を有効に除去することができる構造であること。

二　濾過砂は、原水中の浮遊物質を有効に除去することができる粒径分布を有する
こと。

三　原水の水質に応じて、所要の水質の水を得るために必要な時間、水が濾過砂に
接触する構造であること。
四　濾過池に加えて、原水の水質に応じて、沈殿池その他の設備が設けられている
こと。

五　沈殿池を設ける場合にあっては、浮遊物質を有効に沈殿させることができ、か
つ、沈殿物を容易に排出することができる構造であること。

３　急速濾過を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。
一　薬品注入設備、凝集池、沈殿池及び濾ろ 過池に加えて、原水の水質に応じて、
所要の水質の水を得るのに必要な設備が設けられていること。

二　凝集池は、凝集剤を原水に適切に混和させることにより良好なフロックが形成
される構造であること。
三　沈殿池は、浮遊物質を有効に沈殿させることができ、かつ、沈殿物を容易に排
出することができる構造であること。

四　濾過池は、浮遊物質を有効に除去することができる構造であること。

五　濾材の洗浄により、濾材に付着した浮遊物質を有効に除去することができ、か
つ、除去された浮遊物質を排出することができる構造であること。

六　濾材は、原水中の浮遊物質を有効に除去することができる粒径分布を有するこ
と。

七　濾過速度は、凝集及び沈殿処理をした水の水質、使用する濾材及び濾層の厚さ
に応じて、所要の水質の濾過水が安定して得られるように設定されていること。
４　膜濾過を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　膜濾過設備は、膜の表面全体で安定して濾過を行うことができる構造であるこ
と。

二　膜モジュールの洗浄により、膜モジュールに付着した浮遊物質を有効に除去す
ることができ、かつ、洗浄排水を排出することができる構造であること。

三　膜の両面における水圧の差、膜濾過水量及び膜濾過水の濁度を監視し、かつ、これらに異常な事態が生じた場合に関係する浄水施設の運転を速やかに停止することができる設備が設けられていること。

四　膜モジュールは、容易に破損し、又は変形しないものであり、かつ、必要な通
水性及び耐圧性を有すること。
五　膜モジュールは、原水中の浮遊物質を有効に除去することができる構造である
こと。

六　濾過速度は、原水の水質及び最低水温、膜の種類、前処理等の諸条件に応じて、
所要の水質の濾過水が安定して得られるように設定されていること。

七　膜濾過設備に加えて、原水の水質に応じて、前処理のための設備その他の必要
な設備が設けられていること。

八　前処理のための設備は、膜モジュールの構造、材質及び性能に応じて、所要の
水質の水が得られる構造であること。
５　粉末活性炭処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければな
らない。

一　粉末活性炭の注入設備は、適切な効果を得るために必要な時間、水が粉末活性
炭に接触する位置に設けられていること。

二　粉末活性炭は、所要の水質の水を得るために必要な性状を有するものであるこ
と。

三　粉末活性炭処理の後に、粉末活性炭が浄水に漏出するのを防止するために必要
な措置が講じられていること。
６　粒状活性炭処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければな
らない。

一　原水の水質に応じて、所要の水質の水を得るために必要な時間、水が粒状活性
炭に接触する構造であること。

二　粒状活性炭の洗浄により、粒状活性炭に付着した浮遊物質を有効に除去するこ
とができ、かつ、除去された浮遊物質を排出することができる構造であること。

三　粒状活性炭は、所要の水質の水を得るために必要な性状を有するものであるこ
と。

四　粒状活性炭及びその微粉並びに粒状活性炭層内の微生物が浄水に漏出するの
を防止するために必要な措置が講じられていること。
五　粒状活性炭層内の微生物により浄水処理を行う場合にあっては、粒状活性炭層
内で当該微生物の特性に応じた適切な生息環境を保持するために必要な措置が
講じられていること。

７　オゾン処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならな
い。

一　オゾン接触槽は、オゾンと水とが効率的に混和される構造であること。

二　オゾン接触槽は、所要の水質の水を得るために必要な時間、水がオゾンに接触
する構造であること。

三　オゾン処理設備の後に、粒状活性炭処理設備が設けられていること。

四　オゾンの漏えいを検知し、又は防止するために必要な措置が講じられているこ
と。

８　生物処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　接触槽は、生物処理が安定して行われるために必要な時間、水が微生物と接触
する構造であるとともに、当該微生物の特性に応じた適切な生息環境を保持する
ために必要な措置が講じられていること。
二　接触槽の後に、接触槽内の微生物が浄水に漏出するのを防止するために必要な
措置が講じられていること。
９　紫外線処理を用いる浄水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならな
い。

一　紫外線照射槽は、紫外線処理の効果を得るために必要な時間、水が紫外線に照
射される構造であること。
二　紫外線照射装置は、紫外線照射槽内の紫外線強度の分布が所要の効果を得るも
のとなるように紫外線を照射する構造であるとともに、当該紫外線を常時安定し
て照射するために必要な措置が講じられていること。

三　水に照射される紫外線の強度の監視のための設備が設けられていること。

四　紫外線が照射される水の濁度及び水量の監視のための設備が設けられている
こと。ただし、地表水以外を原水とする場合にあっては、水の濁度の監視のため
の設備については、当該水の濁度が紫外線処理に支障を及ぼさないことが明らか
である場合は、この限りではない。

五　紫外線照射槽内に紫外線ランプを設ける場合にあっては、紫外線ランプの破損
を防止する措置が講じられ、かつ、紫外線ランプの状態の監視のための設備が設
けられていること。

（送水施設）

第6条　送水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　送水施設の上下流にある水道施設の標高、送水量、地形、地質等に応じて、安
定性及び経済性に配慮した位置及び方法であること。

二　地形及び地勢に応じて、接合井、排水設備、制水弁、空気弁又は伸縮継手が設
けられていること。

三　送水管内で負圧が生じないために必要な措置が講じられていること。

四　ポンプを設ける場合にあっては、必要に応じて、水撃作用の軽減を図るために
必要な措置が講じられていること。

五　ポンプは、次に掲げる要件を備えること。

イ　必要量の浄水を安定的かつ効率的に送ることができる容量、台数及び形式で
あること。

ロ　予備設備が設けられていること。ただし、ポンプが停止しても給水に支障が
ない場合は、この限りでない。
六　前各号に掲げるもののほか、必要量の浄水を送るのに必要な設備を有すること。

（配水施設）

第7条　配水施設は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。

一　配水区域は、地形、地勢その他の自然的条件及び土地利用その他の社会的条件
を考慮して、合理的かつ経済的な施設の維持管理ができるように、必要に応じて、
適正な区域に分割されていること。
二　配水区域の地形、地勢その他の自然的条件に応じて、効率的に配水施設が設け
られていること。

三　配水施設の上流にある水道施設と配水区域の標高、配水量、地形等が考慮され
た配水方法であること。
四　需要の変動に応じて、常時浄水を供給することができるように、必要に応じて、
配水区域ごとに配水池等が設けられ、かつ、適正な管径を有する配水管が布設さ
れていること。

五　地形、地勢及び給水条件に応じて、排水設備、制水弁、減圧弁、空気弁又は伸
縮継手が設けられていること。
六　配水施設内の浄水を採水するために必要な措置が講じられていること。

七　災害その他非常の場合に断水その他の給水への影響ができるだけ少なくなる
ように必要な措置が講じられていること。
八　配水管から給水管に分岐する箇所での配水管の最小動水圧が百五十キロパス
カルを下らないこと。ただし、給水に支障がない場合は、この限りでない。

九　消火栓の使用時においては、前号にかかわらず、配水管内が正圧に保たれてい
ること。

十　配水管から給水管に分岐する箇所での配水管の最大静水圧が七百四十キロパ
スカルを超えないこと。ただし、給水に支障がない場合は、この限りでない。

十一　配水池等は、次に掲げる要件を備えること。

イ　配水池等は、配水区域の近くに設けられ、かつ、地形及び地質に応じた安全
性に考慮した位置に設けられていること。
ロ　需要の変動を調整することができる容量を有し、必要に応じて、災害その他
非常の場合の給水の安定性等を勘案した容量であること。

十二　配水管は、次に掲げる要件を備えること。

イ　管内で負圧が生じないようにするために必要な措置が講じられていること。

ロ　配水管を埋設する場合にあっては、埋設場所の諸条件に応じて、適切な管の
種類及び伸縮継手が使用されていること。
ハ　必要に応じて、腐食の防止のために必要な措置が講じられていること。

十三　ポンプを設ける場合にあっては、必要に応じて、水撃作用の軽減を図るため
に必要な措置が講じられていること。

十四　ポンプは、次に掲げる要件を備えること。

イ　需要の変動及び使用条件に応じて、必要量の浄水を安定的に供給することが
できる容量、台数及び形式であること。

ロ　予備設備が設けられていること。ただし、ポンプが停止しても給水に支障が
ない場合は、この限りでない。

十五　前各号に掲げるもののほか、必要量の浄水を一定以上の圧力で連続して供給
するのに必要な設備を有すること。
（位置及び配列）

第8条　水道施設の位置及び配列を定めるに当たっては、維持管理の確実性及び容易
性、増設、改造及び更新の容易性並びに所要の水質の原水の確保の安定性を考慮し
なければならない。

附　則 

１　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

２　この省令の施行の際現に設置されている水道施設であって、第一条第二号から第
十二号まで、第十五号及び第十七号ハ、第二条第一項第一号及び第二号、第二項並
びに第三項、第三条第一項第一号から第六号まで及び第三項、第四条第一号から第
五号まで、第五条第一項第三号、第六号、第七号、第九号及び第十一号、第六条第
一号、第二号、第四号及び第五号、第七条第一号から第三号まで、第五号、第七号、
第十一号、第十二号ロ及びハ、第十三号並びに第十四号並びに第八条に規定する基
準に適合しないものについては、その施設の大規模の改造の時までは、これらの規
定を適用しない。

附　則　（平成一二年一〇月二〇日厚生省令第一二七号）　抄 
（施行期日）

１　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行
の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一四年一〇月二九日厚生労働省令第一三九号） 

１　この省令は、平成十五年四月一日から施行する。ただし、別表第二のアミン類の
項の改正規定は、公布の日から施行する。

２　この省令の施行の際現に設置されている水道施設であって、この省令による改正
後の水道施設の技術的基準を定める省令第一条第十七号ハに規定する基準に適合
しないもの（同令附則第二項の規定の適用を受けるものを除く。）については、そ
の施設の大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。

附　則　（平成一六年一月二六日厚生労働省令第五号） 

（施行期日）

第1条　この省令は、平成十六年四月一日から施行する。
（経過措置）

第2条　平成十七年三月三十一日までの間、この省令による改正後の別表第一及び別
表第二有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）の項中「有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）
の量）」とあるのは「有機物等（過マンガン酸カリウム消費量）」と、同項中「〇・
五ｍｇ／ｌ」とあるのは「一・〇ｍｇ／ｌ」とする。

第3条　パッキンを除く部品又は材料としてゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を使用し
ている資機材等の浸出液に係る基準については、当分の間、この省令による改正後
の別表第二フェノール類の項中「〇・〇〇〇五ｍｇ／ｌ」とあるのは「〇・〇〇五
ｍｇ／ｌ」とする。

第4条　この省令の施行の際現に設置されている浄水又は浄水処理過程における水に
接する資機材等（ポンプ、消火栓その他の水と接触する面積が著しく小さいものを
除く。）であって、この省令による改正後の水道施設の技術的基準を定める省令第
一条十七号ハに規定する基準に適合しないものについては、当該水道施設の大規模
の改造のときまでは、この規定を適用しない。

附　則　（平成一九年三月三〇日厚生労働省令第五四号） 

この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一九年一一月一四日厚生労働省令第一三七号） 

（施行期日）

第1条　この省令は、平成二十年四月一日から施行する。
（経過措置）

第2条　平成二十三年三月三十一日までの間、この省令による改正後の水道施設の技
術的基準を定める省令別表第一塩素酸の項中「〇・四ｍｇ／ｌ」とあるのは「〇・
五ｍｇ／ｌ」とする。

附　則　（平成二〇年三月二八日厚生労働省令第六〇号） 

（施行期日）

第1条　この省令は、平成二十年十月一日から施行する。
（経過措置）

第2条　この省令の施行の際現に設置され、又は設置の工事が行われている水道施設
であって、この省令による改正後の水道施設の技術的基準を定める省令第一条第七
号イ及びロに規定する基準に適合しないものについては、当該水道施設の大規模の
改造のときまでは、この規定を適用しない。

附　則　（平成二一年三月六日厚生労働省令第二六号） 

（施行期日）

第1条　この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。
（経過措置）

第2条　この省令の施行の際現に設置されている浄水又は浄水処理過程における水に
接する資機材等（ポンプ、消火栓その他の水と接触する面積が著しく小さいものを
除く。）であって、この省令による改正後の水道施設の技術的基準を定める省令第
一条第十七号ハに規定する基準に適合しないものについては、当該水道施設の大規
模の改造のときまでは、この規定を適用しない。

附　則　（平成二二年二月一七日厚生労働省令第一八号）　抄 

（施行期日）

第1条　この省令は、平成二十二年四月一日から施行する。
（経過措置）

第3条　この省令の施行の際現に設置され、若しくは設置の工事が行われている給水
装置又は現に建築の工事が行われている建築物に設置されるものであって、新給水
装置省令第二条第一項に規定する基準に適合しないものについては、その給水装置
の大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。

第4条　この省令の施行の際現に設置されている浄水又は浄水処理過程における水に
接する資機材等（ポンプ、消火栓その他の水と接触する面積が著しく小さいものを
除く。）であって、第三条の規定による改正後の水道施設の技術的基準を定める省
令第一条第十七号ハに規定する基準に適合しないものについては、当該水道施設の
大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。

附　則　（平成二三年一月二八日厚生労働省令第一一号）　抄 

（施行期日）

第1条　この省令は、平成二十三年四月一日から施行する。
（経過措置）

第3条　この省令の施行の際現に設置されている浄水又は浄水処理過程における水に
接する資機材等（ポンプ、消火栓その他の水と接触する面積が著しく小さいものを
除く。）であって、第三条の規定による改正後の水道施設の技術的基準を定める省
令第一条第十七号ハに規定する基準に適合しないものについては、当該水道施設の
大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。

附　則　（平成二六年二月二八日厚生労働省令第一五号）　抄 

（施行期日）

第1条　この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。
（経過措置）

第3条　この省令の施行の際現に設置されている浄水又は浄水処理過程における水に
接する資機材等（ポンプ、消火栓その他の水と接触する面積が著しく小さいものを
除く。）であって、第四条の規定による改正後の水道施設の技術的基準を定める省
令第一条第十七号ハに規定する基準に適合しないものについては、当該資機材等の
大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。

附　則　（令和元年五月二九日厚生労働省令第六号） 

この省令は、公布の日から施行する。
附　則　（令和元年九月三〇日厚生労働省令第五九号）
この省令は、令和二年四月一日から施行する。
附　則　（令和二年三月二五日厚生労働省令第三八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和二年四月一日から施行する。

（経過措置）

第四条　この省令の施行の際現に設置されている浄水又は浄水処理過程における水に接する資機材等（ポンプ、消火栓その他の水と接触する面積が著しく小さいものを除く。）であって、第三条の規定による改正後の水道施設の技術的基準を定める省令第一条第十七号ハに規定する基準に適合しないものについては、当該資機材等の大規模の改造のときまでは、この規定を適用しない。
別表第1　（第1条関係） 
（浄水又は浄水処理過程における水に注入される薬品等により水に付加される物質に係る基準）
	事　　　項
	基　　　準

	カドミウム及びその化合物
	カドミウムの量に関して、0.0003ｍｇ／ℓ以下であること。

	水銀及びその化合物
	水銀の量に関して、0.00005ｍｇ／ℓ以下であること。

	セレン及びその化合物
	セレンの量に関して、0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	鉛及びその化合物
	鉛の量に関して、0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	ヒ素及びその化合物
	ヒ素の量に関して、0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	六価クロム化合物
	六価クロムの量に関して、0.002ｍｇ／ℓ以下であること。

	亜硝酸態窒素
	0.004ｍｇ／ℓ以下であること。

	シアン化物イオン及び塩化シアン
	シアンの量に関して、0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素
	1.0ｍｇ／ℓ以下であること。

	ホウ素及びその化合物
	ホウ素の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。

	四塩化炭素
	0.0002ｍｇ／ℓ以下であること。

	１・４―ジオキサン
	0.005ｍｇ／ℓ以下であること。

	シス―１・２―ジクロロエチレン及び
トランス―１・２―ジクロロエチレン
	0.004ｍｇ／ℓ以下であること。

	ジクロロメタン
	0.002ｍｇ／ℓ以下であること。

	テトラクロロエチレン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	トリクロロエチレン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	ベンゼン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	塩素酸
	0.4ｍｇ／ℓ以下であること。

	臭素酸
	0.005ｍｇ／ℓ以下であること。

	亜鉛及びその化合物
	亜鉛の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。

	鉄及びその化合物
	鉄の量に関して、0.03ｍｇ／ℓ以下であること。

	銅及びその化合物
	銅の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。

	マンガン及びその化合物
	マンガンの量に関して、0.005ｍｇ／ℓ以下であること。

	陰イオン界面活性剤
	0.02ｍｇ／ℓ以下であること。

	非イオン界面活性剤
	0.005ｍｇ／ℓ以下であること。

	フェノール類
	フェノールの量に換算して、0.0005ｍｇ／ℓ以下であること。

	有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）
	0.3ｍｇ／ℓ以下であること。

	味
	異常でないこと。

	臭気
	異常でないこと。

	色度
	0.5度以下であること。

	アンチモン及びその化合物
	0.002ｍｇ／ℓ以下であること。

	ウラン及びその化合物
	0.0002ｍｇ／ℓ以下であること。

	ニッケル及びその化合物
	0.002ｍｇ／ℓ以下であること。

	１・２―ジクロロエタン
	0.0004ｍｇ／ℓ以下であること。

	亜塩素酸
	0.6ｍｇ／ℓ以下であること。

	二酸化塩素
	0.6ｍｇ／ℓ以下であること。

	銀及びその化合物
	0.01ｍｇ／ℓ以下であること。

	バリウム及びその化合物
	0.07ｍｇ／ℓ以下であること。

	モリブデン及びその化合物
	0.007ｍｇ／ℓ以下であること。

	アクリルアミド
	0.00005ｍｇ／ℓ以下であること。


別表第2　（第1条関係） 
（厚生労働大臣が定める資機材等の材質に関する試験により供試品について浸出させたときの浸出液に係る基準）

	事　　項
	基　　準

	カドミウム及びその化合物
	カドミウムの量に関して、0.0003ｍｇ／ℓ以下であること。

	水銀及びその化合物
	水銀の量に関して、0.00005ｍｇ／ℓ以下であること。

	セレン及びその化合物
	セレンの量に関して、0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	鉛及びその化合物
	鉛の量に関して、0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	ヒ素及びその化合物
	ヒ素の量に関して、0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	六価クロム化合物
	六価クロムの量に関して、0.002ｍｇ／ℓ以下であること。

	亜硝酸態窒素
	0.004ｍｇ／ℓ以下であること。

	シアン化物イオン及び塩化シアン
	シアンの量に関して、0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素
	1.0ｍｇ／ℓ以下であること。

	フッ素及びその化合物
	フッ素の量に関して、0.08ｍｇ／ℓ以下であること。

	ホウ素及びその化合物
	ホウ素の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。

	四塩化炭素
	0.0002ｍｇ／ℓ以下であること。

	１・４―ジオキサン
	0.005ｍｇ／ℓ以下であること。

	シス―１・２―ジクロロエチレン及び

トランス―１・２―ジクロロエチレン
	0.004ｍｇ／ℓ以下であること。

	ジクロロメタン
	0.002ｍｇ／ℓ以下であること。

	テトラクロロエチレン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	トリクロロエチレン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	ベンゼン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	ホルムアルデヒド
	0.008ｍｇ／ℓ以下であること。

	亜鉛及びその化合物
	亜鉛の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。

	アルミニウム及びその化合物
	アルミニウムの量に関して、0.02ｍｇ／ℓ以下であること。

	鉄及びその化合物
	鉄の量に関して、0.03ｍｇ／ℓ以下であること。

	銅及びその化合物
	銅の量に関して、0.1ｍｇ／ℓ以下であること。

	ナトリウム及びその化合物
	ナトリウムの量に関して、20ｍｇ／ℓ以下であること。

	マンガン及びその化合物
	マンガンの量に関して、0.005ｍｇ／ℓ以下であること。

	塩化物イオン
	20ｍｇ／ℓ以下であること。

	蒸発残留物
	50ｍｇ／ℓ以下であること。

	陰イオン界面活性剤
	0.02ｍｇ／ℓ以下であること。

	非イオン界面活性剤
	0.005ｍｇ／ℓ以下であること。

	フェノール類
	フェノールの量に換算して、0.0005ｍｇ／ℓ以下であること。

	有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）
	0.5ｍｇ／ℓ以下であること。

	味
	異常でないこと。

	臭気
	異常でないこと。

	色度
	0.5度以下であること。

	濁度
	0.2度以下であること。

	１・２―ジクロロエタン
	0.0004ｍｇ／ℓ以下であること。

	アミン類
	トリエチレンテトラミンとして、0.01ｍｇ／ℓ以下であること。

	エピクロロヒドリン
	0.01ｍｇ／ℓ以下であること。

	酢酸ビニル
	0.01ｍｇ／ℓ以下であること。

	Ｎ・Ｎ―ジメチルアニリン
	0.01ｍｇ／ℓ以下であること。

	スチレン
	0.002ｍｇ／ℓ以下であること。

	２・４―トルエンジアミン
	0.002ｍｇ／ℓ以下であること。

	２・６―トルエンジアミン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	１・２―ブタジエン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。

	１・３―ブタジエン
	0.001ｍｇ／ℓ以下であること。
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